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地域主体の結節点としての農協

実家のベランダで育てているサクランボや桃といった果実は、気を付けていないと収穫直前
に鳥に全部食べられてしまう。都内のマンションのベランダでもそうなのだから、中山間地の
農地ともなれば鳥獣被害はいかばかりか。以前、集落営農法人を調査した際に聞いた「イノシ
シの餌を作っているようなもの」という嘆きが今も耳に残っている。
今月号の藤田論文「農協系統の獣害対策と地域内外の連携」は2020年 6月号に続き、獣害対

策における農協の役割について焦点をあてている。今月号では、農協が地域内外の様々な組織
とも連携しながら対策を行う事例を紹介しているが、興味深いのは獣害対策に取り組むなかで、
農協の組合員組織の活動が活発化したり、他組織との連携の輪がどんどん広がったりしている
ことである。それについて、藤田は「農協は、こうした地域内外を結ぶ結節点の一つであり、
その位置を生かし、さまざまな地域の主体的な取組みを促す仕掛けをつくっていくことが、地
域の獣害対策において重要な役割の一つとなる」と述べている。
本誌21年 5月号の野場論文「豪雨災害地域の農業復興に果たす農協の役割」では、豪雨災害

に見舞われた農協が、専門部署を中心に行政やNPOと連携しながら、被災農家を支援する事例
を紹介した。その論文の結びでも、農協は「自らが共助として地域社会に貢献をしつつも、行
政による公助や他団体による共助との結節点としての役割も担っているとみることができる」
と指摘している。
示し合わせたわけではないのだが、両論文では「結節点」という言葉を用いている。これは、

農協が内外の他組織と連携しながら様々な活動を行っている事例を考察するなかで、浮かび上
がってきたキーワードである。
そして、結節点としての役割を果たす場合に必要になるのが、本誌21年 2月号石田論文「人

手不足に直面する地域の『受援力』向上を目指して」で指摘する「受援力」である。「受援力は、
地域外部からの関心・支援を受け入れる際に必要なポイントを整理する概念であり、地域内で
の情報収集とその情報の集約・調整を通じた課題・ニーズの明確化とこうしたニーズをスムー
ズに満たすための施策を実行する体制構築を重視する」ものである。

3本の論文はいずれも、地域社会の問題がより複雑化したり自然災害の被害が甚大化したり
するなかで、農協が単体として取り組むだけでなく、課題や被害を十分に把握しニーズを集約
したうえで、他の組織とも連携して対応することが必要になっていることを示している。
そして今月号の小野澤論文「所有権の構造からみた協同組合」は、協同組合共通の特徴を「所

有権理論」の枠組みを参考に整理することを試みているのだが、異なる協同組合グループの間
で共通の特徴に関する認識が高まることが、協同組合間連携の促進にもつながると論じている。
こうした理論面での研究も踏まえながら、いずれ農協の現場での活動の共通点を拾い上げ、

結節点として農協が果たしている役割の全体像を示すことにも取り組んでいきたい。

（（株）農林中金総合研究所 調査第一部長　重頭ユカリ・しげとう ゆかり）
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農協系統の獣害対策と地域内外の連携

研究員　藤田研二郎

目　次
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（2） 中間支援組織としての農協

おわりに

〔要　　　旨〕

野生動物による農作物被害について、近年では「地域ぐるみの獣害対策」が推進されてい

る。この動向を踏まえ本稿では、農協系統のかかわる獣害対策について、とくに地域内外の

連携に着目した検討を行った。

3つの事例の検討から、次のことが指摘できる。まず地域内の連携について、主体間のつ

ながりを構築し維持する意識的な取組みが必要である。また、つながりの深まりと獣害対策

の間の相乗効果をいかにつくり出すかが、対策の継続においてキーとなる。さらに地域外の

主体は、新しい知識や技術を地域に持ち込む役割を果たしていた。これらをもとに、獣害対

策の連携における農協系統の役割は、さまざまな主体同士を媒介し、現場の活動を促す「中

間支援組織」とまとめることができる。

農林中金総合研究所 
https://www.nochuri.co.jp/



農林金融2021・6
3 - 281

1　獣害対策の最近の動向

（1） 全国の農作物被害状況

野生鳥獣の農作物被害について、農林水

産省が取りまとめた調査結果によると、19

年度の全国の被害金額は158億円に上る（第

１図）。18年度までは６年連続で前年度比減

であったが、19年度はわずかに増加に転じ

た。

被害状況について、一見するとこの10年

ほどで落ち着いてきたようにみえるが、実

際にはより多くの被害が発生している可能

性がある。

例えば上記の調査では、作付面積に占め

る被害状況を質問しているが、深刻な被害

によって離農ないし作付け自体を減らした

場合、被害も減ったことになってしまう
（注1）
。

また調査に回答したからといって、すぐさ

ま対策がなされるわけではないため、毎年

の調査に農家が飽き飽きしてしまい、被害

報告をしなくなってしまうといった問題が、

はじめに

野生鳥獣による農作物被害は、多くの地

域で深刻な問題となっている。鳥獣被害は、

単に収穫量の減少にとどまらず、農家の営

農意欲の減退や離農につながり、また結果

的に生じた耕作放棄地が鳥獣のすみかとな

って、さらなる被害を引き起こす。地域社

会の持続可能性にかかわる課題といえる。

鳥獣被害をめぐっては、近年「地域ぐる

みの獣害対策」が推進されている。地域ぐ

るみの対策では、農協も主要な主体の一つ

となるが、従来その取組みはあまり注目さ

れてこなかった。こうした問題意識から、

本誌2020年６月号では、「地域における獣害

対策と農協の役割」と題するレポートを執

筆している（藤田（2020））。

本稿も、この問題意識を引き継ぐもので

ある。また、地域ぐるみの対策の推進の反

面で、多くの地域では、人口減少・高齢化

によって慢性的な担い手不足の状況にある。

そのなかでは、地域内外の多様な主体との

連携が、効果的に対策を進めるにあたって

のキーとなる。そこで本稿では、農協系統

のかかわる獣害対策について、とくに地域

内外の連携に着目した検討を行う。

以下では、まず獣害対策の最近の動向、

地域ぐるみの対策と連携に関する議論を整

理したうえで、農協系統のかかわる３つの

獣害対策の事例を検討する。それをもとに、

獣害対策における連携のあり方、そのなか

での農協系統の役割を考察する。
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第1図　野生鳥獣による農作物被害状況

資料　農林水産省農村振興局「野生鳥獣による農作物被害状況の
推移」
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この交付金の事業では、侵入防止柵等の

整備やICT等を用いた捕獲技術の高度化の

支援のほかに、とくに21年度は、捕獲頭数

の増加に応じた活動経費の上乗せ支援や捕

獲サポート体制の構築、またジビエカー等

の簡易な一次処理施設の整備、ならびに捕

獲者・処理加工施設・実需者等が一体とな

ったコンソーシアム方式での活動の支援と

いった、ジビエフル活用に向けた取組みが

強化されている。

2　地域ぐるみの獣害対策と
　　連携

（1） 地域ぐるみの対策の推進

鳥獣被害をめぐる議論では、近年「地域

ぐるみの獣害対策」が重視されている。地

域ぐるみの対策とは、地域の多様な立場が

一体となって、主体的に取り組むような対

策のあり方を意味する
（注2）
。こうした対策が推

進される背景には、次のことがある。

獣害対策では、従来の捕獲に頼った対策

の問題が指摘されてきた。捕獲は、シンプ

ルでわかりやすく古典的な方法であるため、

農協関係者へのヒアリングのなかでも聞か

れた。

獣類別には、シカの被害が最も多いが、

その７割は北海道である。本州以南では、

イノシシ、シカ、サルの順で被害が多い。

とくにイノシシは、イネ、果樹、野菜、い

も類など、農作物全般で被害を起こしてい

る。
（注 1） この点については、従来の作付面積に占め

る被害状況ばかりでなく、鳥獣被害による耕作
放棄地の面積等も調査しなければ、被害の全容
をつかむことができない。

（2） 獣害対策関連法制の動向

獣害対策に関連する法制度は、主に鳥獣

保護管理法と鳥獣被害防止特措法（以下「特

措法」という）の２つがある。それぞれの制

度の特徴は、藤田（2020）で紹介している

ため、ここではより対策の現場にかかわり、

予算面でも額が大きい特措法について、最

近の動向をまとめておく。

特措法は、市町村が中心となって対策に

取り組むよう、07年に制定されたもので、

地域の被害防止計画を策定した市町村に対

して、国が財政上の支援を講じることとな

っている。多くの地域では、この事業実施

主体として、行政の担当部署や地元猟友会、

農協等からなる対策協議会を設置している。

上記の財政上の支援に当たる鳥獣被害防

止総合対策交付金について、近年の予算額

の推移をまとめたのが第２図である。当初

予算額については、18年度から100億円を超

えており、21年度は110億円と、前年度比で

10億円程度の増加となった。
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第2図　鳥獣被害防止総合対策交付金予算額の推移

資料　農林水産省農村振興局「鳥獣被害の現状と対策（令和3年4月）」
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になりがちなのも、この担い手不足が要因

の一つである。こうしたなかで対策を進め

るためには、多様な主体の連携がキーとな

る。

一方で、農協系統による獣害対策の取組

み、またそれを取り巻く連携の諸相は、こ

れまで十分明らかにされていない。今後の

取組みを後押ししていくためにも、先進的

な事例について検討しておく必要がある。
（注 2） 地域ぐるみの獣害対策に関する先行研究に

は、自治体の施策との関係について検討した桑
原・弘重（2010）、加藤（2018）、住民活力の関
係に関する山端・鈴木・室山（2012）、対策の成
立要因について分析した布施・鈴木・中塚（2013）
などがある。

（2） 連携の区分

以上から本稿では、農協系統のかかわる

獣害対策について、とくに他の主体との連

携に着目し検討する。ここでは主に連携が

地域内にとどまるか、地域外にまで及ぶか

についての区分から、事例のポイントを整

理したい。

地域内の連携に関して、山端・九鬼・星

野（2015）は、集落ぐるみでのサルの追い

払いとソーシャル・キャピタルの関係を検

討している。ソーシャル・キャピタルとは、

地域内での日常的なつきあいの頻度や信頼

等の指標によって構成される概念で、「地域

の力」とも呼べるものである。分析結果で

は、ソーシャル・キャピタルが高い集落で

対策が進展し、また対策の進展がさらにソ

ーシャル・キャピタルを向上させるという

相乗効果が示唆された。このように地域内

の連携は、対策自体の実施・継続に関連す

被害農家からの要望として多いが、加害個

体を特定して捕獲することは難しく、被害

軽減に及ぼす効果は限定的とされている

（鈴木（2013））。

また捕獲優先の対策では、多くの場合、

行政が主導し猟友会等が実施する体制とな

る。そのなかでは、対策が行政まかせにな

りがちで、結果として「農業関係者が参加

できない環境が作られてきた」「被害者で

ある当事者（農業者）抜きの対策になって

しまう」（江口編著（2018）13頁）ことが問

題視されてきた。

一方で地域ぐるみの対策では、捕獲に加

えて、集落環境整備、防護の３つを要素と

する総合的な対策の重要性が強調されてい

る。このうち集落環境整備とは、農地に隣

接する茂み等を刈り払って見通しをよくす

る緩衝帯の整備、また鳥獣の餌となる稲刈

り後のひこばえや放置された柿の木等の除

去など、鳥獣を寄せつけない集落の環境づ

くりを意味する。防護とは、電気柵等の設

置による侵入防止、集落全体での追い払い

などを指す。

これらの対策を総合的に実施するために

は、従来の行政や猟友会等ばかりでなく、

幅広い主体の積極的な関与が必要である。

そのなかでは農協系統も、重要な主体の一

つとなる。

また地域ぐるみの対策では、行政まかせ

にしない、地域が主体的に取り組む対策が

求められる。ただし、人口減少・高齢化の

なかで、地域の現場は慢性的な担い手不足

の状況にある。そもそも行政まかせの対策

農林中金総合研究所 
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多種多品目の生産が行われている。秦野市

を管内とするJAはだのの正組合員数は、20

年２月末時点で2,837人である。

JAの正組合員を対象とした調査によれば、

20年度の鳥獣被害の被害金額は4,147万円に

上り、その大半が果樹と野菜である。果樹

や野菜は単価が高く、被害金額全体も増加

傾向となっている。獣類別には、４割強が

イノシシ、２割がシカ、１割半がハクビシ

ン・タヌキ等による被害である。

秦野市の獣害対策で特徴的なのは、JAは

だのと市農業振興課、農業委員会の三者に

よる連携組織「はだの都市農業支援センタ

ー」（以下「センター」という）が、対策を担

当していることである。このセンターは、

市内の農業支援機能の「ワンフロア化」を

目的に、05年に設置された（渡部（2014））。

このうち獣害対策の担当者は、JAはだのか

らの出向者であり、JAが中心となって、市

全体の対策を主導する体制となっている。

センターは、秦野市有害鳥獣対策協議会の

事務局も担当している。

このセンターを中心に、各地域の主体的

な取組みを促す形で、対策が進められてい

る。管内では、歴史的に農家が生産組合と

して組織化されており（20年２月末現在120

組合）、獣害対策でもこの生産組合が対策の

基盤となっている。

例えば捕獲に関しては、生産組合単位で

捕獲おりの設置・管理をすることが基本と

なる。地域におりを設置する場合には、生

産組合長とわな猟免許取得者、それ以外の

組合員の合意が必要であり、JAがおりを貸

るとみられる。

一方で地域外との連携については、これ

までもソーシャル・キャピタル論における

「橋渡し型」（パットナム（2006））や、地域づ

くりにおける「よそ者」の役割（敷田（2009））

といった形で議論されてきた。近年では、

「関係人口」といった概念も注目されてい

る（小田切（2018））。例えば敷田（2009）の

整理によれば、地域外の主体は知識や技術

を持ち込む、地域のもつ創造性を引き出す

などの効果をもつとされる。

獣害対策について、地域内でかかわる主

体には、市町村、猟友会、農協の組合員組

織や集落営農組織など、地域外の主体には、

都道府県や農協系統の連合会、資材メーカ

ー、大学などが含まれる。本稿では、これ

らの主体の連携を念頭に置く。

これらの区分にもとづき、本稿後半では

農協系統の獣害対策における連携の諸相に

ついて考察していく。

3　農協系統の獣害対策の事例

以下では、農協系統がかかわる獣害対策

について、３つの事例を紹介する。これら

の事例は、日本農業新聞のデータベース、

事前の関係者へのヒアリングなどから選定

した。

（1） はだの都市農業支援センター

秦野市は、神奈川県中西部に位置する中

核都市で、麦等の穀類や落花生、カーネー

ションといった花き、また野菜、果樹など
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も参加し、対策にかかわる関係主体の交流

の場となっている。例えば捕獲したイノシ

シ等の止め刺しは、猟友会に依頼すること

が多く、定期的な交流によって、そうした

依頼がしやすい環境をつくっている。

18年度からは、捕獲おりの餌となる規格

外農産物について、協同組合の「相互扶助」

の精神にもとづき、地域間での相互供給を

図る取組みが開始された。また19年度から

は、捕獲頭数に応じた組合員の表彰も開始

している。現在では、農家による捕獲頭数

が猟友会を上回るまでになっている。

このほかにもセンターでは、総合的な対

策の３つの要素に加えた、独自の第４の柱

として、鳥獣被害に遭いにくい作物の新規

導入を図ってきた。これまでもルバーブや

エゴマ等の導入を試み、とくに葉ニンニク

については、19年度に生産者による研究会

が発足し、ギョウザやチヂミなどの商品開

発に展開している。21年度からは、青パパ

イヤの導入も予定されている。

センターの連携組織としてのネットワー

クを生かして、行政に対する働きかけも積

極的に行っている。JAでは、毎年春秋に市

し出す際にも、この合意の有無が貸出の目

安とされる。

一般に捕獲おりは、毎日の見回りや餌や

り、周囲の草刈り等の負担から、しだいに

放置されてしまうことが少なくない。対し

て管内では、各地域でおりを管理すること

で、持続的な体制を構築している。

こうした対策にかかわる人材について、

JAでは「鳥獣被害対策協力会」を設置して

いる。この協力員は、狩猟免許を取得した

組合員からなり、各地域で対策の中心を担

う。組合員の免許取得にあたっては、試験

事前講習会を開き、更新時にも案内の送付

や書類の取りまとめをセンターが行うなど、

継続的な人材の育成を図っている。

加えてセンターでは、捕獲講習会を毎年

開催しており、この受講者は鳥獣保護管理

法上の「従事者」として３年間、ハクビシ

ンやタヌキ等の中型獣類の捕獲にかかわる

ことができるようになる。またイノシシ、

シカについても、わなの見回りなど狩猟免

許取得者の補助に従事できる。

現在管内では、110人ほどの協力員、220

人ほどの従事者が活動し、87基の捕獲おり

を管理している。21年度からは、特措法上

の「捕獲サポート体制の構築」に関する事

業でも、上記の従事者育成の取組みを活用

することが計画されている。

また、毎年春秋に「捕獲おり現地検討会」

を実施している。これは、管内７地区ごと

におりの巡回を行い、適切な管理を促すも

のである。巡回には、地域の協力員や従事

者ばかりでなく、猟友会や市、県の担当者
捕獲おり現地検討会の様子
（JAはだの広報誌から）
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内83会場で座談会を開催しており、組合員

の声を行政に届けているほか、電気止め刺

しの試験導入を要望し実現してきた。また

新技術に関してセンターでは、ドローンを

活用した集落環境調査や、センサーによる

自動捕獲機器等の導入を進めている。

以上の取組みを通じて、地域の現場で自

発的に対策に取り組む農家が育ってきてい

るという。「自分の農地は自分で守る」ため

の意識づくりが進んでいる。

（2） JAしみず青壮年部

JAしみずは、静岡県静岡市清水区および

富士市の一部を管内とする農協である。20

年３月末時点での正組合員数は6,465人で、

管内ではかんきつを中心に果樹、野菜、花

き、茶などの生産が行われている。

鳥獣被害も、かんきつを中心に多い。イ

ノシシに実を食べられたり、枝を折られた

りするほか、山間部ではシカ、カモシカ、

都市部ではアライグマ、ハクビシン、さら

にサル、鳥も含め、ほぼすべての種類の鳥

獣被害が発生している。19年度の静岡市の

被害金額は7,195万円で、ここ数年は減少傾

向だが、離農や作付けを減らしたことによ

る減少も含まれる。

JAしみずでは、６年ほど前から青壮年部

が中心となって、さまざまな獣害対策に取

り組んでいる。こうした対策を青壮年部が

実施することになった経緯には、次のこと

がある。

対策以前、青壮年部では、代替わりをす

るなかで活動が途切れがちになってしまう

ことへの問題意識から、何か継続的に行え

る事業がないか模索していたという。その

なかで当時、管内の鳥獣被害が深刻になり

つつあり、かんきつの生産が盛んな地区で

有害鳥獣に関する勉強会が開催された。こ

の勉強会では被害の深刻さ、部員の関心の

高さが改めて認識され、青壮年部でも地域

課題解決の一つとして、獣害対策に取り組

むこととなった。なおJAの営農部でも、青

壮年部担当が有害鳥獣担当を兼務しており、

対策をさまざまに展開するにあたってキー

となる役割を果たしてきた。

まず青壮年部では、有害鳥獣の知識を得

て対策に生かすため、わな猟免許の取得を

促す試みを始めた。部員同士が声をかけ合

い、一緒になって免許を取得することで、

試験対策や更新時の手続きについても情報

共有ができる。現在では169人の部員中31

人が、わな猟免許を取得している。

また同時に、農地に隣接する放任竹林な

どを伐採する、緩衝帯の整備事業も開始さ

れた。青壮年部では、各年度３haほどの計

画で、農閑期にのべ３週間ほど作業をして

おり、現在までに10か所以上、18haほどの

緩衝帯を整備している。緩衝帯によって見

通しをよくすることで、イノシシの侵入が

減少するという効果があった。

18年８月には、伐採した竹を活用して、

いかだレースを開催した。これは、青壮年

部の取組みを内外にPRするために企画さ

れたもので、ほかにも小学生対象のフット

サル大会で、竹ぽっくりをつくるといった

イベントも実施している。
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以上の取組みは、青壮年部が主体となっ

て進めていったものだが、そのなかでは地

域の他主体との連携も欠かせない。例えば

わな猟免許取得や緩衝帯の整備、電気柵の

設置では、行政の補助が活用されている。

また青壮年部の取組みを通じて、行政の施

策でJAの支店ごとに設置されている有害

鳥獣対策協議会でも、活動が活発になって

きているという。

とくに猟友会は、青壮年部の部員が猟友

会に加入する際に補助を出していることも

あって、わな猟免許を取得した多くの部員

が会員となっている。JAの青壮年部担当が

橋渡し的役割を果たすなかで、従来なかっ

たような日常的なつながりも生まれており、

両者の協力関係の構築につながっている。

緩衝帯の整備や電気柵の設置は、はじめ

は管内の各地域から有志が集まって実施し

ていたが、そこで得たノウハウをもって、

現在は地域ごとに対策が進められるように

なっている。JAしみず青壮年部の獣害対策

は、地域のさまざまな課題を解決するリー

ダー層の育成の場としても機能している。

（3）　JA全農・DMMアグリ

農協系統の取組みでは、近年全国組織段

階でも注目すべき試みが始まっている。JA

全農では、鳥獣被害対策事業を行う株式会

社DMM Agri Innovation（以下「DMMアグ

リ」という）と共同で、ICTを活用した捕獲

技術等の実証実験を、全国各地で行ってい

る。なおDMMアグリは、19年６月に設立さ

れた会社で、電気柵を主力としてきた資材

これらの取組みを通じて、地域のなかで

も青壮年部の取組みに対する期待は高まっ

ていった。なかには、高齢化で対策が難し

い基盤整備地の土地改良区から、対策を依

頼されることもあった。この基盤整備地で

の対策では、電気柵を設置することになっ

た。そこで、JAの青壮年部担当のつながり

を介し、よりよい資材がないかとメーカー

に相談するなかで生まれたのが、複合電気

柵の共同開発である。

従来イノシシ等の大型獣類向けの電気柵

と、アライグマ・ハクビシン等の中型獣類

向けのものとでは、資材が別であった。一

方で開発した複合電気柵は、柵下部のワイ

ヤーメッシュを細かくする、電線の位置を

変えることによって、両者に対応できるよ

うになっている。この基盤整備地の対策で

は、７年かけて外周を囲む計画であり、20

年度は700mを施工した。なおこの複合電気

柵は、現在一般にも販売されている。

JAしみず青壮年部は、20年２月にJA全青

協の全国大会でこれらの事例を発表し、優

秀賞を受賞している。

複合電気柵の設置の様子
（JAしみず広報誌から）
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ンサーカメラを連動させ、専用アプリで映

像を確認しながら、遠隔操作で捕獲できる

機器の試験が行われた。これらの機器は、

イノシシの侵入経路の特定、捕獲のノウハ

ウの見える化に有効で、農家が操作技術に

習熟していくとともに、地域でも評判が広

まり、対策にかかわる人が拡大していくと

いった効果がみられた。

アポロ販売が提供した資材も、改良を重

ね、現在では現地の農家が自ら改良案を提

案してくるほどになっているという。これ

らの成果を得て、実証実験は同県各地にも

水平展開されている。

北広島町での取組みを通じて、中四国営

農資材事業所では、鳥獣類についての知見

が必ずしも十分ではなく、その専門家と連

携する必要があること、また農地が広く対

策がしにくい作物について、北広島町のよ

うな米の被害のほかに、果樹の被害対策に

取り組むことが、次なる課題として認識さ

れた。

こうしたなかで19年２月、愛媛県今治市

で企業と結んだ包括連携協定から、地域課

題の解決を目指す事業として、同市伯方島

で鳥獣被害対策プロジェクトが実施される

こととなった。この事業では、同市に所在

する岡山理科大学獣医学部と連携すること

となり、また同学部長がアポロ販売の担当

者と旧知であったことから、アポロ販売、

さらに上記の課題認識に合致したことで、

全農も参画することになった。

伯方島のプロジェクトでは、北広島町で

の試験と同様、ICTを用いた捕獲のほか、ド

メーカー、株式会社アポロ販売の事業を引

き継いでいる。

これらの取組みの出発点は、５～６年ほ

ど前に全農が開催した、獣害対策の研修会

である。当時、鳥獣被害が社会的な問題に

なり、対策を求める声が上がるなかで、全

農ではアポロ販売と共同で、全農県本部の

関係者向けの研修会を企画した。この研修

会は、動物行動学者を講師とし、まず被害

状況を知るという内容のもので、地域での

対策に直接結びつくものではなかったが、

関係者間でつながりが生まれるなど、後に

続く取組みの重要な布石となった。

その後、全農中四国営農資材事業所に赴

任していた職員のなかで、生産現場での取

組みの必要性が認識されるようになってい

った。鳥獣被害は、中山間地の担い手対策

でも大きな課題であり、電気柵の供給ばか

りでなく捕獲も含めた総合的な対策、また

持続的な対策のためのコミュニティづくり

が重要である。アポロ販売でも、電気柵に

よる防護のみならず、捕獲についても地域

のニーズが増すなかで、具体的な事例にも

とづく技術開発が必要とされていた。

こうした流れを受けて、17年11月JA全農

ひろしまおよびJA広島中央会が主催した

「JAグループ広島 担い手アグリサミット」

で、「ICTを活用した鳥獣被害対策」に関す

る実証実験のモニター募集が企画された。

この募集に広島県北広島町で米等を生産す

る農事組合法人「せんごくの里」が手を挙

げ、現地での実証実験が開始された。

北広島町の実証実験では、捕獲おりにセ
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る。今後は、捕獲やジビエ活用にも展開し

ていく計画である。

以上の取組みは、現在のところ担当者個

人がベースの活動だが、今後は全国組織の

強みを生かして、面的な活動に広げていき

たいと全農の職員は語った。単に資材を販

売するだけでなく、ノウハウの共有や対策

のコンサルティングなども視野に入れ、農

協の体制整備を支援していくことが目指さ

れている。

4　獣害対策を通じた連携の
　　諸相

以上のように、農協系統のかかわる獣害

対策のなかでは、関係主体のさまざまな連

携が形成されていた。ここでは、そうした

連携の諸相について、先述の地域内外の区

分から整理していこう。そのうえで、連携

における農協系統の役割を考察したい。

（1）　地域内外に広がる連携

まず地域内の主体について、事例のなか

では、農協と市行政、地域の対策協議会、

猟友会、土地改良区などとの連携のもとで、

獣害対策が実施されていた。またこうした

農協外部の主体ばかりでなく、組合員がつ

くる生産組合や青壮年部など、農協の組合

員組織も、効果的な対策の実施において重

要な役割を果たしていた。

こうした連携は、同じ地域内の主体とい

う一定の同質性にもとづいて形成されるも

のである。ただし、関係主体が単に同じ地

ローンによるイノシシの生態調査なども実

施された。また岡山理科大学の準正課教育

の一環にも取り入れられ、猟友会の指導の

もと、イノシシを捕獲、解体して試食する

現地実習なども行われた。

とくにICT捕獲技術や事業運営の指導に

は、せんごくの里の関係者が出向き、その

後も地域を越えた協力関係に発展している。

さらに同大学の学生が現地で活動する狩猟

サークルを結成するなど、各主体の自発的

な取組みにも展開している。

その後担当者の異動を経て、実証実験の

取組みは、東北地方にも広がっている。東

北地方は、近年イノシシの生息分布の拡大

とともに、農作物被害も深刻化しつつある

が、以前はイノシシが生息していなかった

ため、対策のノウハウが普及していない。

20年度からは、全農東北営農資材事業所

と、JA全農いわて、地元農協、DMMアグ

リなどが共同で、岩手県内での実証実験を

開始した。そのなかでは、従来課題となっ

てきた電気柵のメンテナンスについて、除

草剤を活用した効率化の試験を実施してい

わな作動通知システム
（DMMアグリ提供資料から）
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これらの地域外の主体は、新しい知識や

技術を地域に持ち込むという点で、重要な

役割を果たしていた。例えば複合電気柵の

共同開発の事例では、従来の資材の限界を

克服する製品が、メーカーとの連携によっ

て生まれていた。また実証実験の事例でも、

連合会やメーカーとの連携を通じて、ICT

を活用した機器やドローンによるイノシシ

の生態調査、電気柵の効率的なメンテナン

スなどを、地域に普及している。

ここで地域の主体は、これらの知識や技

術をただ受け身に受容するばかりではない。

例えば共同開発のなかで要望を述べる、資

材の改良案について自ら提案するといった

形で、知識・技術を主体的に活用しようと

する姿勢が、事例のなかでもみられた。

こうした姿勢は、とくに新技術の開発局

面で地域外の主体にとっても、連携にかか

わる大きなメリットとなる。このように両

者にとってメリットのある関係が成立する

ことで、地域の壁を越えた連携が形成され

るといえるだろう。

さらに、農協系統の全国組織が連携にか

かわることは、知識や技術の伝播という点

で大きな効果をもちうると考えられる。と

いうのも、農協の獣害対策の取組みでは、

従来十分な事例の蓄積がなされておらず、

対策を進めようにも手探りにならざるをえ

ないということが、ヒアリングを通じてし

ばしば聞かれた。この点、全国組織は各地

の事例を俯
ふ

瞰
かん

的に把握できる位置にあり、

各農協に対策のノウハウを提供するうえで

も、有効に機能しうるといえる。

域内にあるからといって、そのまま連携が

成立するわけではない。

例えば事例のなかでは、定期的な捕獲お

りの巡回に猟友会会員の参加も呼びかける

ことによって、捕獲時の止め刺しの依頼な

どがしやすい環境をつくり出していた。ま

た農協の青壮年部担当が橋渡しをする、あ

るいはわな猟免許を取得した青壮年部部員

が猟友会に加入することによって、猟友会

との日常的なつきあいが生まれ、対策にお

ける協力関係が構築されていた。

すなわち、同じ地域内の主体であったと

しても、それだけではつながりは形成され

ず、また形成されたとしてもしだいに弱ま

ってしまう恐れがある。地域の獣害対策を

スムースに機能させるためには、日常的な

つきあいも含めて、関係する主体の連携を

構築し維持する意識的な取組みが必要であ

るといえるだろう。

加えて、青壮年部による獣害対策では、

地域内での連携が対策の進展を促し、また

対策が進展するなかで、各主体のつながり

が深まり、関係する主体も広がっていた。

先行研究で指摘されていたように、「地域の

力」であるソーシャル・キャピタルと獣害

対策の間には、一定の相乗効果がみられる。

とくに対策の継続については、こうした相

乗効果をいかにつくり出していくかが一つ

のキーとなると考えられる。

次に地域外の主体について、事例のなか

では、県行政や資材メーカー、農協系統の

連合会、大学などが、獣害対策の連携にか

かわっていた。
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に必要な資源の確保を支援する。近年獣害

対策の分野でも、地域の対策を支援する

NPOの役割が、この中間支援組織という枠

組みでとらえられている（鈴木（2017）、加

藤（2019））。

農協系統も、獣害対策のなかで中間支援

組織としての役割を担いうるだろう。事例

のなかでも、例えば組合員のわな猟免許取

得の促進や捕獲おりの餌の相互供給の仕組

みづくり、活動の表彰、また猟友会や資材

メーカーとの仲介、さらにはICT等の新技

術に関するノウハウの共有など、数多くの

中間支援にかかわる取組みがみられた。

このうち被害に遭いにくい作物の新規導

入は、農協の営農指導の一環であると同時

に獣害対策の一つでもあり、農協の特徴を

生かした中間支援のあり方といえるだろう。

獣害対策は通常、単なるコストになりがち

だが、新たに導入した作物の産地化を図る

ことによって、農家の所得向上にもつなげ

ることができる。対策をビジネス化するた

めの方法の一つに位置づけられる。

このように地域の主体的な取組みを促す

うえで、とくに農協は適した位置にある。

すなわち、組合員組織といった形で地域内

に強いつながりがあり、また農協系統の連

合会や資材メーカーなど、地域外にも多様

なネットワークを有する。農協は、こうし

た地域内外を結ぶ結節点の一つであり、そ

の位置を生かし、さまざまな地域の主体的

な取組みを促す仕掛けをつくっていくこと

が、地域の獣害対策において重要な役割の

一つとなる。

加えて、連携の質について、農協と市、

農業委員会による連携組織のなかで対策を

行う事例では、他の事例と比べて確立され

た組織基盤のもとで対策が進められていた。

この連携組織のもとでは、例えば管内の

狩猟免許の取得者や従事者の数、捕獲おり

の設置数、発生した耕作放棄地の規模など、

地域の対策全般にかかわる情報が一元的に

集約されていた。また、行政との強固なつ

ながりを活用した働きかけも積極的に行わ

れており、電気止め刺しの試験導入をはじ

め、実現に結びついたものも少なくない。

こうした連携は、関係主体との調整が必

要なため、すぐさまに構築できるものでは

ないが、集約した情報をもとに地域全体で

対策を体系化し計画的に実施する、また予

算面でも人材面でも、持続可能な対策の体

制を確立するなど、効果的な運営にあたっ

ては、重要な要素であると考えられる。

（2）　中間支援組織としての農協

最後に、獣害対策の連携における農協系

統の役割に関して、各事例の取組みを整理

すると、地域の対策を促す「中間支援組織」

とまとめることができる。

中間支援組織とは、地域住民と行政、企

業など、さまざまな主体同士を媒介し、現

場の活動を支援する組織のことを意味する。

とくにNPOの文脈でよく使われる概念で、

いわゆるNPOセンターやボランティアセン

ターのような組織が想定される。中間支援

組織は、主体間の媒介を行うことで、資金

や人材、運営ノウハウなど、現場での活動
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を後押ししていくためにも、さらなる事例

の蓄積が必要である。
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取組みの重要性や、対策の進展との相乗効
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の位置にあり、その位置を生かして地域の

主体的な取組みを促す、対策の中間支援組

織としての役割を果たしうる。

事例ではこれらの対策を通じて、地域の

つながりが深まる、自発的に対策に取り組

む主体が育つといった効果がみられた。一

般に獣害対策の成果は、他の要因の影響が

大きいため、被害額の変化といった形では

とらえにくいが、上記のような効果は、と

くに持続可能な対策の体制を構築するうえ

で重要だと考えられる。

ただし、対策の中間支援組織という農協

系統の役割は、さまざまにありうる役割の

うちの一つにすぎない。従来獣害対策にか

かわる農協系統の取組みは十分明らかにさ

れてこなかったこともあり、農協での対策

は、まだ手探りで進められている段階とみ

られる。獣害対策にかかわる今後の取組み
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経済のグローバル化は避けられない。江戸時代末期の日本は 2百数十の藩と

いう独立国の連邦であった。出身地を「相模国」や「美濃国」等と言っていた。

明治維新によって日本は中央集権国家になった。日本列島内でのグローバル化が

完成したのである。その抗し難い力は「生産力」である。グローバル経済が生産

性を高めて圧倒的に経済競争力を強くするため、結果として生き残る選択肢がそ

こになる。

グローバル化とは簡単に言うと、各地域に偏在する資源や能力に特化して圧

倒的に安い費用で商品を作り、他の地域との交易で繁栄するということだ。そこ

には様々な問題も孕むが、そのメリットとデメリットを勘案して得となる政策を

国民の多数派は選ぶのである。これが今のJA優遇論批判の根底にあると言える

だろう。つまり「保護など必要ない。必要なのは生産性での競争力だ。競争力が

なければ消滅するのは農業でも他でも同じだ」という考えだ。

白状すると私もそう考えている一人である。さらに私は「食料安全保障論」に

も否定的である。何故なら、もしそれを突き詰めると地球上のあらゆる国は自給

自足を目指さなければ国家としての独立は完結しない。食料だけでなく石油等の

エネルギー安全保障、水の安全保障、空気（異常気象対策）の安全保障と、地球上

のあらゆる資源を一国家内に囲い込まなければならない。そんなことができると

本気で考えてくれる民が多数派になるだろうか。さらに安全保障とSDGsは異な

るものだ。安全保障とは「自分さえ良ければ」という思考が根底にある。そうで

はなく「一緒に良くなろう」というのがSDGsだ。

ではグローバル化の弊害をどのように解決すべきなのか。それは「グローバル

化反対」ではない。一緒に良くなろうというオルタナティブなグローバル化の提

案が必要になる。環境活動家たちは海に国境を引けとか、国を覆うシェルターを

作って二酸化炭素の流出を阻止しようなどと言っているのではない。地球上のど

こにおいてもプラスチックを海に捨てるなと言っているのだ。自然環境を含む社

会資本の破壊問題と新しい未来のビジョンは全地球規模の問題であると言って

SDGsというグローバル化論は
日本農業の味方になる
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いるのだ。よって自国の安全だけを目的とした反グローバル化ではなく、一緒に

良くなれるグローバル化提案に支持が集まる。残念ながら日本の農業関係者から

は、このあたりの提案が聞かれない。

紙面が限られているので、ここでは一つの例だけで示そう。『世界食料農業白

書』（2004）によると 3大穀物および大豆の輸出は上位 4か国が全体の 7～ 8割を

占めている。特に大豆やトウモロコシは、U.S.A.など上位 2か国で 7割以上を占

めている。だが、U.S.A.の全米総耕作面積の20％をグレートプレーンズでの栽培

が占めていることを知っている日本人は少ない。そこでは作物の95％がオガララ

帯水層（Ogallala Aquifer）という地下水を使用して栽培されている。だがその水

はもはや枯渇寸前である。テキサス大学の調査によると生産調整をしなければ

2025～30年までに水は枯渇する。つまりU.S.A.の穀物自給率は119％だから、そ

の20％が消滅し輸出はできなくなる。加えて世界の灌漑の20％は持続不可能な水

循環システムに依存しているという。

幸い日本は豊富な水に恵まれ持続可能な水循環システムを維持している。だ

が日本は、穀物自給率は28％、食料自給率では38％と非常に低く、172の国・地

域の内で125位、OECD加盟37か国の内で32位となっている。沖大幹（東京大学生

産技術研究所教授）は、仮想水（Virtual Water）という概念を使って食料の必要栽

培水を換算し公表している。それによると豊富な水を保有している日本は、大量

の水を輸入していることになる。このことを農業関係者は語る必要がある。

特に水不足が深刻になる 7～ 8月に水輸入問題を語ると良いだろう。我が国

では持続可能な水システムの維持に社会全体で取り組み、費用を負担している。

その国が水不足の外国で生産された食料を輸入しても良いのかと。日本の農業は

持続可能な治水費用を負担しているので高価だが、輸入食料の多くは水保全費用

を殆ど負担していないために安価なのである。この不公平な比較で生産性は語れ

ない。輸入食料のダンピングは、根拠なき日本工業製品のダンピング論とは質・

規模ともに比較できない程の大きな地球規模の問題なのである。

（中部学院大学 スポーツ健康科学部 教授　安藤信雄・あんどう のぶお）
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所有権の構造からみた協同組合
─共通の特徴を位置づける枠組みとして─

理事研究員　小野澤康晴
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会社やグローバル企業

（3）  「法の支配」のもとでの任意性（自由）を
重視する所有権（財産権）理論

（4）  所有権（財産権）理論、不完備契約論から
の協同組合への視座

（5）  ハンズマンによる協同組合理解をどう考え
るか

おわりに
― 多様性を尊重しつつ協同組合としての一致点を

見いだすことが必要な時代―
【補論】 所有権（財産権）理論のわが国における普及

状況
（1） 所有権理論の欧米における位置づけ
（2）  わが国における不完備契約論、所有権理論

の広がりについて

〔要　　　旨〕

戦後のわが国において、協同組合が業種別などでそれぞれに発展し、多様性が高まれば高
まるほど、逆に「協同組合とはそもそも何なのか」という点に関する理解が第三者からは難
しくなるというジレンマがあると思われる。そのようななか、各種協同組合を貫く「協同組
合としての共通の特徴」が広く社会的に認識されていた方が、地域における協同組合の存在
感や認知度・理解度向上につながることは確かであろう。本稿は、企業体を「所有権（財産権）
の集合」とみる所有権理論からの企業理解の枠組みを参考に、協同組合の価値・原則を、組
合員所有権を方向づけるものと把握することで、協同組合としての共通の特徴の共有化や対
外発信が、具体的事実を伴って可能になるのではないかという点について論じ、あわせてそ
の際に参照した所有権理論についても概要の説明を試みたものである。
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つ意識的に対外発信をしていくことが必要

であり、それなしには「協同組合とはそも

そも何か」ということが一般に伝わること

はむしろ難しいと考えるべきであろう。継

続的に行われているアンケート
（注1）
でも、協同

組合に対する認知度や理解度には明確な上

昇傾向は見いだせず、何らかの新たな具体

的対応が必要であることを示していると思

われる。協同組合グループごとの対外発信

の取組みに加えて、協同組合としての共通

の特徴に着目した情報発信の強化が望まれ

るところである。

本稿の課題は、企業体を「所有権（財産

権）の集合
（注2）
」とみる所有権理論からの企業

理解の枠組み
（注3）
を参考に、各種協同組合グル

ープを貫く協同組合としての共通の特徴を

対外発信する仕組みについて説明を試みる

ことにある
（注4）
。

（注 1） 『勤労者の生活意識と協同組合に関する調査
報告書』全国勤労者福祉・共済振興協会（全労
済協会）。2016年版、2018年版など。

（注 2） 本稿ではproperty rightsの訳として、所有
権、ないし所有権（財産権）という訳語を適宜
あてているが、いずれもproperty rights であ
ることには変わりはない。

（注 3） 企業を「所有権（財産権）の集合（a set of 
property rights）」と概念づけたのはHart（1989）
である。オリバー・ハートは2016年に「契約理
論に関する功績」でノーベル経済学賞を受賞。

（注 4） 本稿は、小野澤康晴（2021）「経済史理解の
新たな枠組みと協同組合への示唆」（『総研レポー
ト』2020調一No. 9）の 3章と一部重なっている。

1　「所有権（財産権）の集合」
　　としての企業　　　　

企業体をどのような観点から理解するか

という課題に対する経済学からの様々なア

はじめに

わが国の協同組合が多様に発展してきた

ことは、これまで協同組合を担ってきた先

人たちの営為の貴重な成果である。また昨

年末の法成立を受けた労働者協同組合の法

制度上の誕生が、関係者の長期的で粘り強

い取組みがもたらした顕著な実績であるこ

とも改めて指摘するまでもないことである。

しかし、戦後のわが国において、協同組

合が業種別などでそれぞれに発展し、多様

性が高まれば高まるほど、逆に「協同組合

とはそもそも何なのか」という点に関する

理解が第三者からは難しくなるというジレ

ンマがあると思われる。それぞれの協同組

合グループがそれぞれに発展をすればよい

という考え方もあろうが、やはり各種協同

組合を貫く「協同組合としての共通の特徴」

が広く社会的に認識されていた方が、地域

における協同組合の存在感や認知度・理解

度向上につながることは確かであろう。

筆者自身これまで協同組合論寄附講座な

どを通じてわが国農協の説明を何年かにわ

たってしてきたが、農協について説明をし

て理解を得られたとしても、協同組合グル

ープはそれぞれに組織体制・事業内容を異

にしているため、外部からみれば協同組合

ごとの相違の方が目立つのではないかとい

う懸念を抱いてきた。「協同組合としての共

通の特徴」を社会のなかで広めようとすれ

ば、それぞれの協同組合グループが納得す

るような内容で、共通性について具体的か
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（1） 所有権（財産権）の集合としてみた

株式会社とその特徴

以下では「残余コントロール権」を、残

余制御権（運営決定への関与権）と残余請求

権（剰余分配権）に分けて表現しているが、

ハートによる、企業を所有権（財産権）の集

合としてみる理解を参考に、株式会社を図

式化したものが第１図である。

株式会社の株主所有権の特徴は、各種種

類株式などを別にしてごく一般的な点を示

せば、図の右側で示すとおり１株１票が残

余制御権の特徴で、配当にかかる特段の制

限がないことが残余請求権の特徴である。

なお、残余制御権と残余請求権を束ねた権

利を所有権とするのは経済学の見方からで

あり、民法上の「所有権」より幅広い概念

であることに留意が必要である。

法律順守、納税負担、負債契約履行など

を事業体の所有権（財産権）の一部に加え

るのは、例えば法律違反が場合によっては

営業制限などにつながることや、税負担に

関しても怠れば資産差し押さえとなる場合

プローチについては後述するとして、ここ

ではオリバー・ハート（Oliver Hart）が提

示した、企業を「所有権（財産権）の集合」

（a set of property rights）としてとらえる見

方を参考に、協同組合の所有権構造に関す

る理解の枠組みを示したい。ハートは“An 

Economist’s Perspective on the Theory of 

the Firm”（1989年）で企業を所有権の集合

とする企業観を提示したが、その際ハート

は、その所有権（財産権）は「残余コントロ

ール権（residual control rights）」、つまり、

「あらかじめ締結されている契約、慣習、も

しくは法律に背反しないかぎり、資産の使

用にかかわるいっさいをどのようにでも好

きなように決定できる権利」であると定義

した
（注5）
。

この定義には２つの面がある。一つには、

所有権の持つ「力」の側面であり、あらか

じめ決められた契約を履行し、あるいは法

や慣習のように社会的に集団現象（制度）

として決まっているルールに従っていれば、

それ以外については、その資産を自由にコ

ントロールできる力の源泉に

なっているということである。

もう一つは、資産を自由にコ

ントロールできるといっても、

それは、既に決められている

契約や、慣習・法律に従うな

どの義務を履行していること

が前提になるという、社会的

（集団的）制約の面である。
（注 5） 所有権の定義自体は、後の

Hart（1995）の訳書41頁による。

第1図　株式会社の所有権（財産権）の構造

資料　筆者作成

所有権（財産権）の集合としてみた株式会社

残余制御権、
残余請求権

（統合したものが
株主所有権）

負債契約
などの
契約履行

納税
などの
負担

国の法律
や、条例
などの
順守

法律、納税、契約、慣習
などの集団的な制約

【残余制御権、残余請
求権の特徴】

・1株1票による管理運
営が残余制御権の特
徴

・配当にかかる制限の
ないことが残余請求
権の特徴
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と極めて分かりにくく、例えば農協や生協

などが同じ「協同組合」であるという認識

の妨げになっている面もあるのではないか、

ということである。もともと組合員共益の

内容が協同組合グループごとに異なるうえ

に、協同組合は利用＝所有＝管理運営の三

位一体といっても、例えば農協の場合は農

業者による管理運営を確保するために准組

合員という総会・総代会での議決権のない

組合員がいたり、地域生協においては組合

員が数十万人規模ということで、「組合員に

よる１人１票による運営」といっても現実

には難しく、ほとんどの組合員は生協運営

に関与していないのが実態であろう。また、

出資配当制限は共通であろうが、利用高配

当については、実施している組合としてい

ない組合などまちまちである。そのような

協同組合グループごとの事業内容やガバナ

ンスの相違は、第三者の目からは、「協同組

合とは何か」を理解する際の、分かりにく

さの要因になっている面があろう。それに

比べれば株式会社の株主の残余制御権・残

余請求権はシンプルで分かり

やすいものである。ただ、そ

れぞれの協同組合グループは

組織基盤、事業内容を異にし

ているため、分かりにくいか

らといってガバナンスのあり

方を統一することは難しく、

統一することが望ましいとも

思われない。

協同組合の１人１票による

民主的運営や、出資配当制

もあるし、負債契約を履行しなければ担保

権の行使や場合によっては破産申請される

など、いずれもそれらは事業体の財産権が

影響を受ける潜在的な要因という面を持っ

ている。その意味では、事業体に対する、

条件次第で発動される所有権（財産権）と

見なせるものだという考え方である。

（2） 所有権（財産権）の集合としてみた

協同組合とその特徴

これに対して協同組合の所有権構造は第

２図のように図式化できるのではないか。

図の右側に示したことは、協同組合関係

者にとっては今更というものであるが、協

同組合の組合員所有権は、組合員の１人１

票が残余制御権の特徴であり、出資配当制

限（非営利）、利用高配当等が残余請求権に

関する特徴で、これまで重視して説明をし

てきた内容である。

指摘したいのは、組合員所有権のあり方

には、協同組合のグループごとに組織・事

業基盤に応じた違いがあり、外部からみる

第2図　協同組合の所有権（財産権）の構造

資料　筆者作成

所有権（財産権）の集合としてみた協同組合

残余制御権、
残余請求権

（統合したものが
組合員所有権）

協同組合
の価値、
原則

負債契約
などの
契約履行

納税
などの
負担

国の法律
や、条例
などの
順守

法律、納税、契約、慣習
などの集団的な制約

【残余制御権、残余請
求権の特徴】

・組合員の1人1票によ
る管理運営が残余制
御権の特徴

・出資配当への一定の
制限と利用高配当が
残余請求権の特徴
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ではないかと思われる。

ここで論じている所有権（財産権）全体

の構造に着目した協同組合の理解は、協同

組合の定義に影響を与えるようなものでは

なく、各種協同組合の事績をどのように整

理して協同組合共通の特徴を認識していく

かという点に関する理解であることはいう

までもない。

（3）　協同組合としての共通の特徴の

抽出プロセス

こういった観点からの共通の特徴の具体

的抽出においては、対外発信より前に、各

協同組合グループ間での相互理解、共通の

特徴に対する納得感の醸成が重要である。

その際には、協同組合の価値や原則を最も

意識しているのは組合員と直接向き合う地

域の単位組合であろうから、各グループの

単位組合間での相互理解や納得感の醸成が

最初のプロセスとなろう。その場合、例え

ばJCA（日本協同組合連携機構）設立を契機

に各地域で活動が活発化している県域の協

同組合連携組織のような場で、「協同組合の

価値・原則による組合員共益の方向づけ」

というようなテーマのもとに、協同組合各

グループの単位組合のリーダー層の間で、

実態の相互理解から始めていくのが適切と

思われる。地域を同じくすることで、組合

同士の相互理解が進む面もあると思われる。

具体的にはどのような内容が想定できる

のか。

第１原則（自発的で開かれた組合員制度）

については、例えばその組合における近年

限・利用高配当といった特徴が重要である

のは当然のことである。民主的運営のため

の様々な組合員参加の仕組みや取組みは極

めて重要であるし、協同組合である以上常

に追求すべき課題であることもいうまでも

ない。ただここで提起したいのは、業種別

協同組合を超えて「協同組合」としての存

在感や認知度を高めることに本格的に取り

組もうとするのであれば、そういった「組

合員の所有・運営にかかる特徴」の発信だ

けでなく、協同組合の所有権全体の構造を

第２図のようにとらえて、「共益実現を目指

す組合員所有権」を「協同組合の価値・原

則によって大きく方向づけている」ことが

協同組合としての共通の特徴である、との

理解のもとで、協同組合がグループを超え

て、そういった共通の特徴を示す具体的な

事例を抽出して発信していくなどの工夫が

必要ではないか、ということである。

協同組合の価値や原則を所有権（財産権）

の一つと見なすのはやや違和感もあろうが、

ハートが「慣習」も所有権（財産権）に含め

ていることを参照したものである。協同組

合の価値や原則を無視しても、法や契約の

違反のように、事業体の運営にただちに何

らかの外部的な介入をよぶわけではないが、

逆に価値や原則が全く関係ないのであれば、

かつて協同組織の一つであった相互銀行が

普通銀行化したように、その事業体が協同

組合である必要性がなくなってきているこ

とを示している可能性もあり、そのような

観点からは、長期的にみれば事業体のあり

方に影響を及ぼす要因と位置づけてよいの
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の組合の考え方や実績、組合員の組織活動

と地域とのかかわりなどが共有化可能なも

のであろう。

協同組合の価値（協同組合にとって大切な

もの）は、「自助、自己責任、民主主義、平

等、公正、連帯」といったものがあげられ

ており、抽象的であるために多くの取組み

が該当することになろうが、それぞれの組

合において、取組みのなかで価値を体現す

ると考えるものを説明してもらって、それ

を共有化していくことが考えられる。

以上のようなプロセスを経たうえで、各

協同組合グループが納得するような内容で、

協同組合の共通の特徴に関する、グループ

を超えた全体的な実状や、その変化の方向

性などの対外発信に進むことが適切と思わ

れる。

対外発信については、例えば「〇〇年に

は、協同組合全体でどの程度の新規加入が

あって、大きくみれば年齢別、性別には〇

〇といった特徴があり、〇〇協同組合グル

ープでは組合員加入について〇〇といった

取組みをしている」であるとか、重視して

いる民主的運営については「〇〇協同組合

で〇〇といった組合員の意思反映の機会を

増やす新しい取組みが行われた」とか「全

体として〇〇年には〇〇程度の新規出資金

があり、利用高配当については〇〇程度の

組合で実施されている」など、ということ

になろう。全ての項目にわたる説明はしな

いが、単位組合間で共有化された事例をも

とに、各種協同組合グループがなるべく幅

広く登場するような発信をしていけば、対

の組合員加入脱退状況（年齢、性別やきっか

け）や加入の際の組合の説明のあり方など

を相互に理解することがあるだろう。第２

原則（組合員による民主的運営）について

は、例えば農協においては多くの組合で、

総会・総代会の前に集落座談会という総代

の方を中心にした小規模な会合を地域ごと

に実施して組合員による運営の実質化に取

り組んできたことなどを、他の協同組合の

方に理解してもらうことや、地域生協など

のように数十万人の組合員を抱えた場合に、

民主的運営のためにどのような工夫が行わ

れているかといったことの情報交換も、他

協同組合グループにおいて参考になること

もあるだろう。第３原則（組合員の経済的参

加）においては、それぞれの組合における

出資金の状況や出資に関する考え方、利用

高配当の実情を相互理解することなど、第

４原則（自治と自立）については、行政との

かかわり方やそれに対するリーダー層の考

え方をそれぞれのグループ間で相互に理解

し認識を深めることも重要であるし、地域

における組合員組織の活動も、自治的な活

動として共有化できる面があろう。第５原

則（教育、訓練および広報）については、多

くの組合において一定の教育的な活動や広

報等が行われているだろうから、その交流

は容易であろうし、第６原則（協同組合間協

同）については、連合会との関係（これも協

同組合間協同の一つ）とともに、異種協同組

合間協同に対する実情や考え方を相互に理

解することも重要であろう。第７原則（コ

ミュニティへの関与）については、それぞれ
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外的に各種協同組合グループを貫く共通の

特徴が伝わるのではないかと思われる。協

同組合の価値や原則による方向づけの具体

的あり方は、協同組合グループごとに組

織・事業内容の違いを反映して当然多様な

ものになるだろうが、「価値や原則によって

方向づけていることの共通性」について

は、具体的事例とともに発信をしていけば

次第に伝わるのではないかと考える。

協同組合の価値や原則は、ある程度は法

制度に反映されているために、単位組合に

おいては、組織活動の取組みや事業運営の

なかで、特別に意識をしなくても実践され

ている、といったこともあろう。その結果

「当組合の全ての活動や事業は協同組合の

価値・原則による方向づけのもとに行って

いる」となってしまうのではないかという

疑問もあろう。その場合は、その組合の活

動や事業のこれまでの歴史において、協同

組合の価値や原則を重視した面を取り上げ

て振り返ってもらったり、新たな取組みに

絞って、それを協同組合の価値や原則の観

点から説明をしてもらって、相互理解の契

機としていけばよいであろう。

また農協であれば独自の「JA綱領」を有

しているなど「協同組合の価値・原則」を

敷
ふ

衍
えん

した独自の理念や原則などを持ってい

るケースも多いが、それはそれぞれのグル

ープにおける「組合員共益実現」のための

固有のものとして整理すればよく、それを

超えた「組合員共益実現を、協同組合の価

値や原則によって方向づけている」という

共通の特徴と矛盾することはないであろう。

同様に「相互扶助」という性格や、「独占的

事業体に対する対抗力」といった従来協同

組合の意義や役割として重視されてきたこ

とも、それはそれとして重要であるが、共

通の特徴として整理するよりも組合ごとに

固有性の高い「組合員共益実現」の一面と

して理解し、個別グループごとに発信をす

ればよいのではないかと考える。

業種別にある産業政策上の位置づけも、

グループごとの組合員共益に与える影響は

大きいが、だからといって協同組合として

の共通の特徴を見いだせないということは

なく、むしろこのような理解のもとで価値

や原則への意識が高まっていくことが重要

ではないかと思われる。

（4）　共通の特徴抽出の際の留意点

むしろここで留意しなければならないの

は、協同組合にとっては、組合員ニーズを

くみ取って組織化等を通じて実現していく

現場での創意工夫が最も重要なのだから、

協同組合の価値や原則との関連づけを試み

る場合、現場での独自の取組みを飛び越え

てまで、価値や原則を持ち上げるようなこ

とがないようにすることである。

極端な例でいえば、かつての協同組合原

則には、よく知られているように「現金取

引の原則」があった。それはある時点では

重要な事柄であったかもしれないが、時代

の変化のなかで重要性が低下し原則から削

除されていく。この例からも明らかなよう

に、組合員・利用者ニーズを実現するうえ

での重要性いかんにかかわらず「原則だか
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と考える
（注6）
。非営利とは出資配当制限のこと

であるという非営利の定義と、事業体であ

る以上赤字を続けることはできない実態と

の間にズレがあり、例えばA-COOP店の閉

店など「事業体である以上赤字を続けるこ

とはできない」という実態の方が第三者的

には目立つのはやむを得ないであろう。非

営利ということで具体的に主張できるのが

出資配当制限であるならばその事実を大き

く対外発信していく必要があろうが、それ

自体それほどの共感を生むとも思われない。

もちろん、非営利という概念づけをしな

いからといって、協同組合が営利団体であ

る、ということを意味しているわけではな

いことはいうまでもないし、「非営利・協

同」という概念に異を唱えたいのでもない。

ただ「協同組合の価値・原則に方向づけら

れた組合員共益実現のための開かれた民間

組織」という性格の帰結として、「営利は目

的ではない」ということが導かれるのであ

るから、迂
う

遠
えん

なようであるが、協同組合グ

ループを超えて具体的事実を発信できる、

「共益実現を目指す組合員所有権の、価値・

原則による方向づけ」のあり方を、それぞ

れの協同組合において抽出し全体で共有化

し発信していった方が、非営利という「結

果としての性格」も逆に伝わりやすくなる

のではないかと考える。

もともと、「協同組合は組合員共益追求の

ためだけの組織ではない」という認識は、

協同組合関係者には当然のようにあったの

であり、例えば河野は『協同組合入門』で

「組合員のための事業であるとはいっても、

ら」という理由のみでそれを墨守するよう

なことには意味がなく、むしろ逆効果にな

ることもありうる。いうまでもないことだ

が、協同組合の価値や原則は、協同組合と

いう組織・事業体の持続性、発展性確保の

ために必要と考えられることを、試行錯誤

を経て時代の環境変化のなかで大きくまと

めたものなのだから、それを絶対視する必

要はない。ただ、もちろん全く無視してよ

いというわけではなく、時代の変化のなか

で価値や原則を見直していくためにも、そ

れと現場での取組みとの関連づけをしてい

くこともまた重要であり、現場の試行錯誤

のなかで、価値や原則とすべきことが新た

にみつかる可能性もあるというような位置

づけにおいて、それぞれの組合で重視して

いくべきものであろう。自らの組合の１年

間なりの活動の振り返りの一環で価値や原

則の側面から見直してみるというような順

序になるのではないか。

協同組合共通の特徴に関するこのような

理解や発信の際に問題となるのは、これま

で「非営利団体」という概念づけを対外的

に重視してきたなかで、非営利ということ

を前面に押し出さなくなると、理解や共感

の妨げになるのではないかという考え方が

あると思われる。それについては、これま

で非営利と発信し続けても、アンケートで

協同組合は「民間の非営利団体である」と

いう回答が近年になっても２割に満たず、

「民間の営利団体のひとつである」という

回答が常にそれを１割程度上回っていると

いうことを重く受けとめるべきではないか
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置づけていくことの意義は３つ考えられる。

第１にこれまで論じてきたように、協同

組合グループごとの多様な組合員共益やガ

バナンスのあり方を超えて、「協同組合共通

の特徴」を具体的に発信できる、というこ

とである。こういった所有権理解や所有権

構造上の協同組合の共通性を踏まえて協同

組合各グループが自らの事績を整理して発

信することによって、協同組合共通の特徴

に対する理解の広がりにつながっていく可

能性があるのではないかと考える。各協同

組合グループを超えた協同組合としての共

通の特徴が具体的にまとめられてくれば、

その変化や発展（場合によっては停滞や挫折）

が、個別協同組合グループの歴史を各論と

しつつ、それらを貫く「わが国協同組合の

歴史」の中心的な内容になると思われる。

第２に、協同組合間連携の促進要因にも

なると考えられることである。協同組合間

連携については、「広がりをみせつつある協

同組合間連携について」（本誌2020年４月号）

で紹介したように、全国的に連携の取組み

が拡大してはいるが、個別組合に着目すれ

ば取組度合いはまちまちであり、組合によ

ってはそこまでの余裕がなく外部組織との

連携はハードルが高いという認識もある状

況である。特に農漁協などの事業者の協同

組合においては、事業環境が厳しいなかで

「組合員事業者の共益の実現」に大半の力

を投入せざるを得ない面もあると思われ、

それはその組合の事情として尊重すべきこ

とである。ただ、どのような組合であって

も、特に単位組合においては、組合のリー

『自分たちの暮らしさえよくなれば、他人

のことなど知ったことではない』というよ

うなやり方は、誤りです。なぜなら、協同

組合とは庶民全体の生活の向上をめざして

創出されたものであり、よりよい社会の実

現をめざす人々の運動だからです」（27頁）

と指摘している。本稿で論じているのは、

以前からあるそういった思いを思いで終わ

らせるのではなく、所有権理論に基づく企

業理解という枠組みを参考に「共益実現を

目指す組合員所有権を、協同組合の価値・

原則によって方向づけていることが協同組

合共通の特徴である」と整理してそれに関

する事実を発信することで、業種別協同組

合の垣根を超えて共有化でき、対外的にも

共通の特徴として認知されるような内容で、

「組合員共益追求のためだけの組織ではな

い」点を具体的に示すことができるのでは

ないか、ということである。

組合員共益追求を超える社会的役割は、

個別組合ごとに、また協同組合グループ単

位にも当然存在しているものだが、それら

を協同組合の共通の特徴として発信した方

が、多様な人々に広がりを持つ、より大き

な存在感のある組織・事業体として、地域

において受けとめられるのではないかと考

える。
（注 6） 前掲の全労済協会アンケートの結果による。

（5） 所有権（財産権）構造上の共通の

特徴を意識的に位置づけていくこと

の意義

所有権構造上の共通の特徴を意識的に位
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く例えばNPO法人（特定非営利活動法人）や

グローバル企業なども同じ枠組みで中立的

に比較できることである。所有権理論を参

考にした他の事業体の所有権構造上の特徴

については、節を改めて概観を試みる。

2　様々な事業体の所有権
　　（財産権）構造の概要と
　所有権理論からの協同
　組合への視座

（1） 所有権（財産権）の集合としてみた

NPO法人

所有権理論の考え方を参考に、様々な事

業体の所有権（財産権）の構造を概観して

みる。例えば、NPO法人の所有権構造は第

３図のように図式化できよう。

NPO法人においては剰余金の分配をし

ないことから残余請求権は存在せず、その

意味では、残余請求権と残余制御権の両方

を持つという意味の「所有権を持つ者」は

存在しない。所有権を持つものが存在した

ダーが、協同組合の価値や原則（厳密なそれ

である必要はなく、それに類する考え方）を

全く意識しないで運営を行っているという

ことはないのではないか。むろんリーダー

としては事業運営上の判断が大半というこ

とはあろうが、そういった日々のなかでも、

組合の歴史を振り返れば、厳しい事業環境

のなかで協同組合としてのあるべき姿を追

求してきた先人たちの積み重ねの結果とし

て今日の組合があるわけだから、そういっ

た歴史を踏まえて運営を担うそれぞれの組

合のリーダー層は、自らの組合の取組みに

ついて、協同組合の価値や原則とのかかわ

りで語るべき内容を持っていると思われる。

そういった内容が、協同組合の所有権構

造上の共通の特徴であると位置づけられれ

ば、自らの組合の歴史や現状をその観点か

らとりまとめて他の協同組合に情報提供し

たり、同様の観点からの他分野の組合の実

情を知ることへのインセンティブ（動機づ

け）になろうし、その結果何らかの反応や、

場合によっては連携につながる動きが生ま

れる可能性もあるといえよう。

こういった協同組合の所有権

構造上の共通の特徴に対する

理解が深まるだけで、他分野

の協同組合への親近感を高め

ることにつながるのではない

かと考えられる。

第３に、こういった、所有

権理論からの企業論を参考に

した所有権構造上の協同組合

の特徴は、株式会社だけでな

第3図　ＮＰＯ法人の所有権（財産権）の構造

資料　筆者作成

所有権（財産権）の集合としてみたＮＰＯ法人

定款記載特定
目的の追求

（残余部分なし）

負債契約
などの
契約履行

納税
などの
負担

国の法律
や、条例
などの
順守

法律、納税、契約、慣習
などの集団的な制約

【残余制御権、残余請
求権の特徴】

・残余部分なし

・運営方法にかかる意
思決定は議決権ある
会員の1人1票制
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会社との間で所有権（財産権）構造が大き

く異なると考えられ、そのことが関係者の

インセンティブ（動機づけ）に大きな影響を

与えていることはほぼ明らかなことと思わ

れる
（注7）
。

伊藤ほか編（2008）が指摘するように、

関係者のインセンティブに影響を与える要

因は細かくみれば報酬や昇進体系など様々

あり、所有権理論はインセンティブに与え

る資産の所有権構造のみを重視していると

いう批判も成り立つが
（注8）
、現実的には第４図

で示したように、上場によって生ずるM＆

A（合併・買収）への常時対応などが企業組

織内のインセンティブに大きな影響を与え

ること、またそれが投資採算重視や、収益

性が低下した地域からの早期の撤退などに

つながることは否定できないであろう。

さらに、特定国籍を意識しないグローバ

ル企業の所有権（財産権）構造は第５図の

ようなものと描くことができよう。

そこで想定されるインセンティブのあり

方は、「グローバルな最適化」を目的に、法

ら、「所有権」の定義からして、それらの

人々がその事業体が何を行うかを自由に

（任意に）決めることができるはずである。

そのような所有権者が存在していないこと

から、NPO法人は、基本的には定款で記載

された事業目的を遂行するという限定性の

高い契約的性格の事業体といえる。目的達

成の方法については議決権を持つ会員の１

人１票で決めていくが、それぞれの団体に

即してみれば、協同組合と比べて参加する

人の多様なニーズを実現するといった幅の

広さ（逆にいえば曖昧さ）のないことが所有

権構造の特徴で、それがもたらす関与者の

インセンティブ（動機づけ）は、特定目的の

達成にむけた強い力を生み出すものの、極

端な場合にはその目的を達成する過程で発

生する副作用のようなものへの配慮不足に

つながることもあるなどの特質を持った事

業形態といえよう。

地域において協同組合と様々な非営利団

体が課題に応じて連携していくことはもち

ろん意義深いことであるが、それぞれの団

体の所有権構造の違いを踏まえた相互理解

のもとで、それぞれの強みや特徴を生かし

た連携とすることが、取組みの継続性やよ

り大きな成果につながっていく面があるの

ではないかと思われる。

（2） 所有権（財産権）の集合としてみた

上場株式会社やグローバル企業

株式会社一般の所有権構造は第１図のと

おりであるが、株式会社のなかでも、特に

上場株式会社（第４図）は、それ以外の株式

第4図　上場株式会社の所有権（財産権）の構造

資料　筆者作成

所有権（財産権）の集合としてみた
上場株式会社

残余制御権、
残余請求権

（統合したものが
株主所有権）

上場に必
要な情報
公開、合
併・買収
への常時
対応

負債契約
などの
契約履行

納税
などの
負担

国の法律
や、条例
などの
順守

法律、納税、契約、慣習
などの集団的な制約
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（3）　「法の支配」のもとでの任意性（自

由）を重視する所有権（財産権）理論

所有権理論は、「法や慣習」といった国や

地域の存在を前提にした考え方であり、そ

の意味では「法の支配（rule of law）」を重

視した理論の枠組みという特徴がある。法

の支配とは、力を行使する主体をも制約す

る「法」がしっかりとその国において存在

し、仮に逸脱した力の行使があればそれが

認識されて力の行使が適切に矯正され、違

法に制限された当該行動の自由が回復され

るといったメカニズムが備わっているよう

な状態ということができる。所有権理論は、

そういった法の支配が確立した国家や慣習

を守る共同体などの存在を前提に、個別経

済取引の契約書ではあらゆる事態を想定し

た内容（完備契約）にしなくても、取引自体

をスムーズに進行することができ、それが

社会的コストの低下や、より豊かな社会に

つながる大きな集団的（制度的）要因とな

る点を重視する考え方（不完備契約論）を基

礎としており、その意味で、本来の趣旨か

らすれば、野放図なグローバル化には批判

的な見地に立つものである。

実際、ハートとの共著論文の多いルイジ・

ジンガレス（Luigi Zingales）は、著書『人

びとのための資本主義』において、アメリ

カを対象に、巨大独占企業がロビー活動等

を通じて国の政治に強い影響力を持つこと

で民主政治がゆがめられている面（アメリ

カ版のクローニー〔仲間内〕資本主義）や、そ

ういった力を背景に進められているグロー

バル化が、アメリカ国内の貧富の差の極端

律を順守する国すら選択対象になって制約

が縮小し、利益計上する国も会計操作等を

通じて選択対象となるなど、株主所有権に

基づく出資者の共益追求は一定の国民国家

に立脚した企業に比べて肥大化することに

なる。その結果場合によっては、人権の守

られていない、それゆえに低賃金や長時間

労働が幅広く存在している国が生産拠点と

して重視されたり、極端に法人税の低い、

いわゆるタックス・ヘイブン（租税回避地）

といわれる場所に利益を集中するといった

ようなインセンティブを生み出すことにな

る。
（注 7） 明田（2021）は、株式会社という企業形式

によっても（あるいは民法上の組合、一般社団
法人の企業形式でも）、加入脱退の自由、 1人 1

票の議決権などのような「協同組合としての組
織原理を備えた団体」を組成することが可能で
ある、としている（84頁）。そのような点を考え
れば、株式会社形式をとっているということよ
りも、むしろ資本市場に上場しているかどうか
が、その事業体関係者のインセンティブの違い
を生み出している面が大きいのではないかと思
われる。

（注 8） 伊藤ほか編（2008）86頁。

第5図　グローバル企業の所有権（財産権）の構造

資料　筆者作成

所有権（財産権）の集合としてみた
グローバル企業

残余制御権、
残余請求権

（統合したものが
株主所有権）

利益
計上
拠点
を
選択
納税

国の
法律
を
選択
活用

法律、納税、契約、慣習
などの集団的な制約

上場に必
要な情報
公開、合
併・買収
への常時
対応

負債契約
などの
契約履行
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いて、欧米における所有権理論やそのもと

になる不完備契約の考え方からの協同組合

への視座について概観を試みたい。

まずHM1998については以下の点が重要

であると考える。

第１に、同論文では「完全競争の世界に

おいては外部所有企業（典型的には上場株式

会社）が最善（ファースト・ベスト）である」

と指摘しているが、これは必ずしも上場株

式会社のような外部所有企業を全面的に高

く評価する言明ではない、ということであ

る。というのも、近年の経済学（特にミクロ

経済学）においては、価格を指標とする経

済主体の競争の結果が最善の資源配分とな

る「完全競争の世界」とは、全ての経済主

体が同じ情報を持つという情報の完全性や

独占や寡占といった経済主体間での力の相

違が一切ない、などの極めて限定された状

況であり、現実世界はほとんどそのような

条件を満たしていないことが共通理解とな

っている。その結果、例えば情報の非対称

性（取引関係者間で持っている情報が異なる

こと）に起因する様々な問題などにより、

最適な取引状態の実現が阻害されるなどの

非効率に対して、契約内容を工夫すること

で取引におけるインセンティブのありよう

を調整し、現実的な解決策を探るという方

向で議論が進められてきたことが一つの大

きな流れである（契約理論）。HM1998はそ

ういった「契約理論」の発展のなかでハー

トが提起した「不完備契約論」の枠組みか

ら企業体について論じているわけだから、

そういった文脈を考えれば、「完全競争が成

な拡大などをもたらしている面を批判して、

健全な国民国家、国民経済を取り戻すこと

の重要性を論じている。かつてレイドロー

は『西暦2000年における協同組合』におい

て多国籍企業の台頭に警告を発したが、所

有権理論は本来的にはそのような視点を共

有するものであると考える。

（4） 所有権（財産権）理論、不完備契約

論からの協同組合への視座

そういった所有権理論やそのもとになる

不完備契約の考え方は、もともと巨大独占

企業への対抗力など「力」の問題を重視し、

公正な社会の実現を目指してきた協同組合

の取組みとも親和性があるものである。実

際ハートにも、協同組合と外部所有企業と

を理論的に比較したジョン・ムーア（John 

Moore）と共著の論考がある（Hart and 

Moore（1998）、以下「HM1998」という）。

その論考は、協同組合の実状をある程度

は踏まえたものではあるが、いくつかの前

提条件を置いたモデル分析であるため、前

提の置き方などが協同組合や外部所有企業

の実態をどの程度適切に反映したものであ

るかは十分な検討が必要であるものの、ハ

ートが結論として示した内容は、外部所有

企業（典型的には上場株式会社）が常に最適

な組織形態というわけではない点などを明

らかにしていて興味深い。当該論文を含め

た所有権（財産権）理論からの協同組合論

については、既に岡田（2017）が詳細に論

じているが、ここではこれまで述べてきた

ような筆者なりの所有権理論の理解に基づ
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れる。もちろんこのことは現実には容易な

ことではないが、抽象モデルの世界とはい

え、協同組合の意思決定が最善（ファース

ト・ベスト）を実現することがある、と指摘

している点が重要と思われる。

HM1998ではこのような結論を示したう

えで補足的に、この結論に至るモデルにお

いては協同組合に関して楽観的な前提を置

いていることは確かであるとし、実際には

内部的に利害が一致しない場合には１人１

票の投票による意思決定が必ずしも望まし

い結果をもたらさないことや、組合員によ

る民主的運営といっても運用次第では１人

１票が逆に経営への意思反映意欲を低下さ

せることから「経営者支配」に陥るリスク

があること、利用と出資をひもづけている

ために資本調達力が限られることといっ

た、協同組合の運営の難しさとして通常指

摘される事項についても言及している。

重要なのは、通常指摘される協同組合の

運営上の留意を踏まえたうえで、なお「協

同組合の意思決定が条件によっては最善

（ファースト・ベスト）につながる」と指摘

している含意である。外部所有企業（典型

的には上場株式会社）と協同組合が、条件次

第で両方とも最善（ファースト・ベスト）に

なりうる、ということの含意をより明確に

するためには、そこで展開されているモデ

ルの妥当性を含めて更に検討を行う必要が

あり、現時点でその含意について十分に明

確にすることはできないが、所有権理論の

枠組みが、前述のとおり「法の支配」が貫

かれている国民国家、国民経済の体制を重

立する世界においては外部所有企業（典型

的には上場株式会社）が最善（ファースト・

ベスト）となる」という言明は、むしろ「上

場株式会社のような外部所有企業の行動が、

経済全体にとって最善となるような世界は

限定的なものである」ということを含意し

ていると理解する必要があると思われる。

そのことはジンガレスの前掲書において、

巨大独占企業体への過剰な力の集中に対し

て批判的であることや、ハートとジンガレ

スの共著で「企業はマーケット・バリュー

（時価総額）ではなく株主の福祉（幸福）を

最大化すべき（Companies Should Maximize

Shareholder Welfare Not Market Value）」

（2017年）という題の論文があるように、時

価総額の増加を競う上場企業の行動の批判

をしていることからも明らかだと思われる。

第２にHM1998では協同組合に関して

「協同組合の組合員が『共通の選好の優先

順位』を持っている場合、彼らは満場一致

でその最善（ファースト・ベスト）に投票す

る」と、協同組合の意思決定が最善（ファー

スト・ベスト）につながることもある、と指

摘していることである。条件としての「共

通の選好の優先順位（common preference

orderings）を持つ場合」とは、同論文で展

開されたモデルを詳細に理解する必要があ

るが、協同組合の実態を踏まえれば、組合

員が同じ選好を持つということではなく、

どのような取組みにどのような力の配分で

取り組むかという点について、参加を伴う

民主的な手続きで合意ができれば、という

状況を意味しているのではないかと考えら
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盟）が12年にとりまとめた「よりよい世界

の実現に向けて―協同組合への理解の促進

―」で、「投資家所有企業と異なる協同組合

独特の所有とガバナンスルールが、経済シ

ステムの機能を高め多くの人々の福利を改

善する役割を果たしている」と論じられて

いたり、それ以外にも、協同組合に関する

主要な論客の一人であるマイケル・クック

（Michael Cook）にも、企業の所有権（財産

権）理論（the property rights theory of the

firm）に基づいてアメリカの新世代農協を

論じた論文（04年、共著）があることなどか

らもうかがえることである。

（5） ハンズマンによる協同組合理解を

どう考えるか

企業論にかかる欧米の既往研究のなかで

従来協同組合研究者の注目を引いてきたの

は、本稿で紹介したハートなどの所有権理

論ではなく、ヘンリー・ハンズマン（Henry 

Hansmann）の協同組合に対する見方であっ

た。ここでハンズマンの協同組合理解につ

いて、所有権（財産権）理論とのかかわりで

若干の説明をしておきたい。

ハンズマンは法と経済学という分野の研

究者であるが基礎は法学にあり、企業法理

解に経済学的な視点を取り入れたことに特

徴がある。ハンズマンが取り入れた経済学

は「契約理論」であって、契約理論のなか

の「不完備契約」というカテゴリーに属す

るハートの所有権理論とはアプローチの仕

方が異なっている。最も大きく異なるのは、

ハンズマンの主著である『企業所有論』（The 

視する指向を持つために、地域に根差して

公正な社会を追求してきた協同組合への着

目につながっている面があるとも考えられ、

そのモデルの妥当性や含意については検討

を深める意義があると考えられる。

ハートがデイビッド・フライドリンガー

（David Frydlinger）との共著でまとめた論

文（2019年）においては、分析している対象

は大企業ではあるものの、不測の事態が発

生したときに契約者との間でスムーズな調

整が行われている企業体には「指導原則」

（Guiding Principle）があるということを紹

介している。これなどは、かつて協同組合

に関する論文を書いたことの延長上にある

ように思われ、そこに登場する「指導原則」

（Guiding Principle）は、協同組合でいえば価

値・原則に相当するものと考えてよいので

はないかと思われる。

いずれにせよ、「財産権アプローチの研究

の多くは、協同組合組織の問題点や短所を

指摘している」（岡田（2017）241頁）との理

解は、本稿で説明してきたような所有権（財

産権）理論の特質（それ自体検討を要するが）

を踏まえたうえで、再検討をしていく余地

があるのではないかと考えられる。

現実説明力のある所有権理論のような不

完備契約の考え方は、欧米においてはわが

国よりもはるかに定着していると考えられ

る。そのことは、例えば協同組合の評価に

関しても、Euricse（European Research 

Ins t i tu te on Coopera t ive and Soc i a l 

Enterprises：協同組合と社会的企業に関する

ヨーロッパ研究所）とICA（国際協同組合同
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を行う関係者（ハンズマンはこれをパトロン

としている）のなかで企業の所有者となる

ことが合理的なのは、企業の所有にかかる

コスト（経営者の監督など）が最も低く、か

つその企業と市場取引をする際に発生する

取引費用（交渉費用や取引停止の際の損失な

ど）が最も高い者であるべきとする、企業

所有に関する一般的な理解の枠組みを示し

ている。それに加え、任意性に着目して団

体形成を考えれば、企業体は、このような

経緯で所有者となったパトロンの共益組織、

つまり協同組合であることが基本形で、株

式会社は実態的には投資家による協同組合

であるという独自の見方を提示したことに

特徴がある。

ハンズマンは、非営利法人、様々な種類

の協同組合、株式会社などの多様な事業形

態が存在している理由を、現実の事業体の

運営の実情把握から「パトロンの多様性」

によって説明するなど、企業体の理解につ

いて独自の見方を提示し、特に株式会社と

いう法人形態に対する新たな見方（投資家

による協同組合）を示した点は重要である。

ただその考え方のそれ以上の一般化や、

様々な現象理解にむけた展開は難しく、多

くの論者がその理論を発展させているとい

う状況にはないのが実態のように思われる。

ハートなどの所有権理論の枠組み（不完備

契約論に基づくもの）の方が、より一般性と

発展性を持ったものと考えられる。

Ownership of Enterprise）で訳者が凡例やあ

とがき等で正しく指摘しているように、同

書において論じられているのは企業の「所

有」であって、「所有権」（所有に基づく権利

義務関係）ではないという点である。具体

的には、所有権（財産権）理論においてハー

トは企業所有権を「あらかじめ締結されて

いる契約、慣習、もしくは法律に背反しな

いかぎり、資産の使用にかかわるいっさい

をどのようにでも好きなように決定できる

権利」として法律や契約、慣習の順守とい

う義務の面も含めて定義しており、そうい

った義務を果たすことを前提として得られ

る「残余」としての性格を重視していたが、

ハンズマンにおける「残余」は、売上げか

ら諸経費を差し引いた純利益のようなもの

で、ハートの「残余」とは異なる内容とな

っている。

「契約理論」はもともと、任意性が高い契

約を通じて契約者のインセンティブづけを

行い、プラスの経済的効果をもたらすよう

なモデル構築に主な関心があるのに対し、

「不完備契約論」は、ありうべき全ての状況

を想定して契約を結ばなくともスムーズな

取引が現実に行われているのは、一定の強

制法規が守られているという国家体制（前

述の法の支配）の存在によるもので、それを

前提にした所有権（財産権）を、契約関係者

でどのように分配するかということが、契

約内容以上にインセンティブ構造を左右す

るという考え方である。

契約理論を取り入れたハンズマンは、契

約の任意性を前提に、企業と継続的に取引
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継者を生み出す源になっていくことが期待

できる。

従来のように、個別協同組合グループご

とに協同組合の価値や原則に基づく社会的

意義や地域に開かれた性格を主張しても、

「（農業者、漁業者などの）特定の組合員共益」

の側面が実態的にも大きいために、価値や

原則といった点はどうしても後景に退いて

しまう面がある。協同組合がグループの垣

根を超えて共通の特徴として発信してこそ、

次第にそれが「協同組合の文化」として認

識されていくような可能性を展望できるの

ではないかと考える。

協同組合は、資金調達力の問題から大規

模な投資を要する産業では展開が難しく、

ハートの指摘をまつまでもなく、適切な運

営にむけての留意点が多いことも否定でき

ない。しかしわが国において協同組合は、

多くの組合員を擁して地域に根差し、民主

的運営を重視して多様な組合員ニーズを実

現する組織・事業体として長年の歴史を既

に刻んでおり、全体としてみればその潜在

力は決して小さいものではない。その実績

を踏まえて、共通の特徴について具体的に

発信を続け、それが文化として認知・理解

されるまでに定着すれば、協同組合は今ま

で以上に多方面に影響力のある存在となっ

ていけるのではないか。

協同組合がその実現を目指す「経済的、

社会的、文化的ニーズと願い」は、本来多

様なものである。したがって、そのような

多様なニーズの実現を目指す協同組合にと

って、求めるべき組合員共益の多様性を保

おわりに
―多様性を尊重しつつ協同組合と

　しての一致点を見いだすことが

　必要な時代―

以上、所有権理論に基づく企業論という

枠組みを参考に、「組合員所有権を協同組合

の価値や原則によって方向づけている」こ

とを、各種協同組合を貫く所有権構造上の

共通の特徴ととらえ、グループの垣根を超

えてその具体的な「方向づけのあり方（方

向づけの内容や程度は多様でも、方向づけて

いること自体は共通であることを示す具体的

事実）」を発信することで、業種別協同組合

を超えた協同組合の共通性や、「組合員の共

益追求だけではない協同組合が共通に目指

しているもの」についての理解の拡大につ

ながるのではないか、という点について論

じ、またその際に参照した所有権理論の枠

組みについても、概要の説明を試みた。

価値や原則による組合員所有権の方向づ

けに関する具体的な事実を協同組合として

共有化し、対外発信を続けていくその先に

求めるのは、協同組合の価値や原則が、全

体として一つの文化と見なされるまでに地

域住民に定着し、協同組合が、多様な人々

が参加し多様な組合員ニーズの実現を目指

す、独自の文化を持った開かれた組織・事

業体であるという認識が、地域に広がって

いるような状況だと考える。そうなれば、

その文化の力が協同組合への参加や利用の

増加、ひいては地域における協同組合の後
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案されている「構造改革」などが、実際に

効果があると考えられる具体的根拠は何か。

以上のような事柄について「改革」の影響

を受ける現場やひいては広く国民に対し

て、説得力ある根拠を伴った具体的説明を

行う責任が、力を行使する立場の行政府な

どにはある。納得できる具体的な根拠の十

分な説明なく力の行使がなされるとしたら、

それは法の支配からの逸脱であり、結果的

に国民の財産権の不当な侵害にもなるから、

民主政治の力でそれを是正していかなけれ

ばならない。法や契約・慣習のもとでの多

様なニーズ追求の自由は協同組合にとって

はその本質にかかわる重要なことであり、

協同組合は健全な民主政治の基盤となるこ

とで、国民の財産権（ニーズ追求の自由も財

産権の一つ）を守り強化する主体としても、

より存在感を発揮していかなければならな

い時代になっていると思われる。

「共益実現を目指す組合員所有権を、協

同組合の価値・原則によって大きく方向づ

けている」という、所有権理論の枠組みを

参考にした協同組合の共通性に関する認識

は、各協同組合グループや個々の協同組合

の多様性を尊重しつつ、内部的に合意でき

対外的にも十分主張しうる理解の枠組みな

のではないかと思われる。その意味で、協

同組合が、グループを超えた一致点を見い

だしていくという観点から、考察を深める

に値するものではないかと考える。
（おのざわ　やすはる）

つことは何よりも重要である。ただしそれ

を踏まえたうえでも、協同組合グループの

間で、そういったそれぞれの多様性を尊重

しつつ一致点を見いだしていく必要性が、

今日以上に高まっている状況もないのでは

ないかと考えられる。

例えば、巨大化している上場企業（投資

家所有企業）が、資本市場の要請に方向づけ

られて利益率を重視するインセンティブを

有するために、地域の疲弊や、多様な文化

の破壊などを軽視する傾向があり、そうい

った傾向に歯止めをかけるには、地域に根

差す組織・事業体の幅広い連携が重要にな

っていることがある。また、国による規制

すら選択対象としているグローバル企業に

おいては、「グローバルな最適化」というイ

ンセンティブのもとで、場合によっては人

権の守られていない、それゆえに低賃金や

長時間労働が広く存在している国家でも生

産拠点として重視したり、税率の低いタッ

クス・ヘイブンでの利益計上で資金の流出

を抑えて資金力拡大に利用することなどを

通じて巨大な力を持ち、それがジンガレス

が指摘するように各国の民主政治をゆがめ

て国民経済の健全な発展を阻害したり、貧

富の差の極端な拡大につながって法の支配

（rule of law）すら脅かすような状況を生ん

でいる懸念があるからである。

法の支配の揺らぎについては、わが国に

おいても無縁なことではないだろう。様々

な政策によってどのような成果を追求しよ

うとしているのか、それは真に国民のニー

ズを反映しているのか、またそのために提
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重要なのは、契約理論が任意性を基礎にして１

対１の契約（インセンティブ設計）から多数主体間

の契約、短期契約から長期契約の理論へとより複

雑なモデル構築へと展開するなかで、現実には長

期契約においても起こりうる不測の事態への対応

を明示しない契約がほとんどであるという、複雑

化・高度化する理論と実態とのかい離の高まりと

いう状況のなかで、実際の経済行動を方向づける

社会的な制約である「所有権」のような法的ルール

や集団慣習の役割を明示的に組み込んだ、より現

実説明力のある枠組みとして「不完備契約」の考

え方が提起された、というように、欧米では理解さ

れていることである（Bolton, P. and M. Dewatripont

（2004）“Contract Theory”による）。

（2）　 わが国における不完備契約論、所有権理論

の広がりについて

そのような欧米に比べて、わが国において所有

権理論の考え方はどのように広がっているのであ

ろうか。

わが国において、所有権理論の考え方が最も大

きな影響を与えたのは経済史学の分野であろう。

この点については、「経済史理解の新たな枠組みと

協同組合への示唆」『総研レポート』に詳述したた

めそちらを参照されたいが、簡単に要点を説明す

れば、例えば農地所有のあり方（地主―小作関係）

は、かつてはマルクス経済学の強い影響下で、所

有＝支配、無所有＝被支配といった観点からのみ

考察されていたのに対し、法や村内慣習の制約の

もとでの残余制御権、残余請求権のあり方の、関

係者のインセンティブに与える影響が重要だとす

る所有権理論の考え方が広まったことで、これま

で軽視されてきた歴史的事実の重要性に光が当た

り、生産性などの経済成果との関連でより納得感

ある説明への大きな変化があった。実際の経済活

動の歴史的な意味づけにおいて所有権理論の枠組

みが重要な役割を果たしたことは、所有権理論が

現実に根差した事実説明力のある理論であること

を示していると思われる。

それ以外の分野については、わが国における所

【補論】所有権（財産権）理論のわが国に

おける普及状況

（1）　所有権理論の欧米における位置づけ

各種協同組合は、協同組合の価値や原則を、組

合員所有権を方向づけるものとして共有している

という「所有権（財産権）構造上の共通的特徴」が

あるという点について、協同組合内部である程度

の納得感や共通認識が得られたとしても、そうい

った理解を支える「所有権（財産権）の集合として

の企業」という見方、ないし所有権（財産権）理論

そのものが、わが国社会科学においてどのような

普及度合いとなっているのかという点は、所有権

（財産権）の全体構造に着目した協同組合理解をわ

が国において主張する場合に、留意しなければな

らないことである。

もちろん、「企業理解にかかる所有権理論」を持

ち出さなくても、本稿で論じたような枠組みで協

同組合共通の特徴を具体的に抽出し発信すること

は可能であるが、他の事業形態との比較などの際

には、所有権（財産権）理論といった中立的な理解

の枠組みにおいて説明をした方が、対外的な発信

力が高まることが期待できる。以下では、ハート

などの所有権理論のわが国における普及状況につ

いて概観を試みる。

わが国における普及状況について説明をする前

に、欧米における「所有権理論」や「所有権（財産

権）の集合としての企業」論の展開について簡単

にみておけば、ハートが16年にノーベル経済学賞

を受賞したことに示されているように、ミクロ経

済学の一分野である「契約理論」のなかの「不完

備契約」の考え方に基づく所有権理論、所有権理

論からの企業論は、欧米においては確固たる地位

を占めており、多くの研究者が不完備契約の考え

方に基づく様々な論考を発表している。そのこと

は、例えば契約理論の代表的な教科書の一つであ

るベルナール・サラニエ『契約の経済学　第２版』

（原著は05年、訳書は10年）において、第１版（原著

は97年、訳書は2000年）に比べて不完備契約の部分

が相当拡充されたことなどにもあらわれている。
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ける「所有権」が法や契約、慣習という制約のも

とでの「残余コントロール権」であるという点を

軽視し、物的資産の所有権者が人的資産にも強い

影響を及ぼすという面だけを重視してマルクスの

所有論と同じようにとらえるミスリードを招くよ

うな説明も多く、それが普及の妨げになっている

面もあるのではないかと思われる。

過度なグローバル化への見直しから外為法改正

による外資規制強化（20年６月）が行われるなどの

動きもあり、わが国においても国民経済、国民国

家を重視する所有権理論のような考え方が、欧米

のように広く普及するようになることが期待され

る。
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JA経営の真髄
地域農業の持続的発展と
JA営農経済事業

農林中金総合研究所　編著

JAの営農経済事業の今日的課題は創造的自己改革や持続可能な経営基盤確立のための営農経

済事業の収支改善であり、本書はこれらの課題の解決の参考となる分析を提供する。それととも

に、JAの営農経済事業を対象に、歴史や現状、そして課題を幅広く論じ、また、JA出資型法人、

専門農協、海外の農協など幅広く事例を紹介している。
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統　計　資　料

目　　次

利用上の注意（本誌全般にわたる統計数値）

1　数字は単位未満四捨五入しているので合計と内訳が不突合の場合がある。
2　表中の記号の用法は次のとおりである。

「 0」単位未満の数字　「 ‒」皆無または該当数字なし
「…」数字未詳　　　　「△」負数または減少
「＊」訂正数字　　　　「Ｐ」速報値

1．農林中央金庫　資金概況　（海外勘定を除く） ……………………………………（41）   

2．農林中央金庫　団体別・科目別・預金残高　（海外勘定を除く） ………………（41）   

3．農林中央金庫　団体別・科目別・貸出金残高　（海外勘定を除く） ……………（41）   

4．農林中央金庫　主要勘定　（海外勘定を除く） ……………………………………（42）   

5．信用農業協同組合連合会　主要勘定 ………………………………………………（42）   

6．農業協同組合　主要勘定 ……………………………………………………………（42）

7．信用漁業協同組合連合会　主要勘定 ………………………………………………（44）

8．漁業協同組合　主要勘定 ……………………………………………………………（44）

9．金融機関別預貯金残高 ………………………………………………………………（45）   

10．金融機関別貸出金残高 ………………………………………………………………（46）

統計資料照会先　農林中金総合研究所調査第一部
  ＴＥＬ 03（6362）7752
  ＦＡＸ 03（3351）1153
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（単位  百万円）

団 体 別 手 形 貸 付 計当 座 貸 越 割 引 手 形証 書 貸 付

系

計

その他系統団体等小計
会 員 小 計
そ の 他 会 員
森 林 団 体
水 産 団 体
開 拓 団 体
農 業 団 体

合 　 計

そ の 他
関 連 産 業

等

体

団

統

（単位  百万円）

（単位  百万円）

1． 農 林 中 央 金 庫 資 金 概 況

現 　 金
預 け 金

貸借共通
合　　計有価証券 貸 出 金 そ の 他預 　 金 発行債券 そ の 他年 月 日

普通預金 計当座預金 別段預金 公金預金定期預金 通知預金

会 員 以 外 の 者 計
会 員 計
そ の 他 会 員
森 林 団 体
水 産 団 体
農 業 団 体

合 　 計

団 体 別

2． 農林中央金庫・団体別・科目別・預金残高

3． 農林中央金庫・団体別・科目別・貸出金残高

2016 . 3 58 ,505 ,536 3 ,133 ,079 35 ,826 ,345 13 ,717 ,126 58 ,275 ,029 16 ,932 ,987 8 ,539 ,818 97 ,464 ,960
2017 . 3 61 ,592 ,384 2 ,423 ,827 39 ,887 ,691 22 ,307 ,657 62 ,067 ,325 10 ,947 ,791 8 ,581 ,129 103 ,903 ,902
2018 . 3 65 ,576 ,322 1 ,774 ,498 33 ,899 ,762 27 ,949 ,397 52 ,283 ,016 10 ,660 ,039 10 ,358 ,130 101 ,250 ,582
2019 . 3 66 ,470 ,201 1 ,262 ,239 34 ,314 ,079 18 ,388 ,352 55 ,691 ,300 17 ,103 ,794 10 ,863 ,073 102 ,046 ,519
2020 . 3 65 ,307 ,792 791 ,446 34 ,725 ,115 18 ,550 ,383 54 ,596 ,258 18 ,314 ,178 9 ,363 ,534 100 ,824 ,353

2020 . 10 64 ,982 ,822 497 ,508 34 ,137 ,795 18 ,801 ,293 48 ,179 ,415 20 ,002 ,208 12 ,635 ,209 99 ,618 ,125
11 65 ,139 ,976 460 ,510 33 ,307 ,957 17 ,038 ,736 47 ,942 ,031 21 ,219 ,769 12 ,707 ,907 98 ,908 ,443
12 65 ,136 ,424 423 ,506 34 ,195 ,776 18 ,486 ,116 47 ,749 ,217 20 ,957 ,272 12 ,563 ,101 99 ,755 ,706

2021 . 1 64 ,778 ,749 386 ,504 33 ,458 ,736 18 ,208 ,083 47 ,261 ,958 20 ,565 ,615 12 ,588 ,333 98 ,623 ,989
2 64 ,824 ,691 371 ,494 32 ,551 ,595 15 ,745 ,313 47 ,112 ,981 20 ,491 ,976 14 ,397 ,510 97 ,747 ,780
3 65 ,220 ,039 361 ,479 36 ,122 ,013 19 ,206 ,205 48 ,423 ,796 20 ,182 ,247 13 ,891 ,283 101 ,703 ,531

54 ,165 ,502 - 3 ,044 ,033 124 2 ,659 - 57 ,212 ,318
1 ,916 ,992 447 165 ,141 1 141 - 2 ,082 ,722

1 ,998 - 4 ,295 1 7 - 6 ,300
1 ,089 - 15 ,934 - - - 17 ,023

56 ,085 ,581 447 3 ,229 ,403 125 2 ,807 - 59 ,318 ,363
706 ,870 12 ,204 588 ,172 101 ,975 4 ,491 ,767 690 5 ,901 ,677

56 ,792 ,451 12 ,651 3 ,817 ,576 102 ,100 4 ,494 ,573 690 65 ,220 ,040

 2 ,014 ,329 7 ,434 105 ,044 - 2 ,126 ,807
 - - - - -

63 ,932 1 ,363 9 ,603 - 74 ,898
1 ,870 1 ,244 3 ,967 2 7 ,083

900 - 20 - 920

 2 ,081 ,030 10 ,041 118 ,635 2 2 ,209 ,708
171 ,956 6 ,809 54 ,603 - 233 ,369

 2 ,252 ,986 16 ,850 173 ,238 2 2 ,443 ,077

 5 ,007 ,045 50 ,775 1 ,073 ,162 1 ,255 6 ,132 ,237
 10 ,928 ,422 59 678 ,453 - 11 ,606 ,933

 18 ,188 ,453 67 ,684 1 ,924 ,853 1 ,257 20 ,182 ,247

（注）　 1 金額は単位未満を四捨五入しているので、内訳と一致しないことがある。　　 2 上記表は、国内店分。
3 海外支店分預金計　455 ,404百万円。

2021年 3 月末現在

2021年 3 月末現在

（注）　単位未満切り捨てのため他表と一致しない場合がある。
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4． 農 林 中 央 金（貸　　　 方）

発 行 債 券計定 期 性当 座 性
預 金

年 月 末 譲 渡 性 預 金

借 入 金 出 資 金譲 渡 性 貯 金う ち 定 期 性計
年 月 末 貯 金

貸 方
5． 信 用 農 業 協 同 組

（注）　 1 　単位未満切り捨てのため他表と一致しない場合がある。　　 2 　預金のうち当座性は当座・普通・通知・別段預金。
3 　預金のうち定期性は定期預金。

（借　　　 方）

手 形 貸 付買 入 手 形預 け 金 う ち 国 債計現 金
有 価 証 券

年 月 末 商品有価証券

うち信用借入金計計
借 入 金

6． 農 業 協 同 組

定 期 性当 座 性
年 月 末 貯 金

貸 方

2020 . 10 8 ,550 ,349 56 ,432 ,473 64 ,982 ,822 - 497 ,508
11 8 ,546 ,946 56 ,593 ,030 65 ,139 ,976 22 ,980 460 ,510
12 8 ,654 ,089 56 ,482 ,335 65 ,136 ,424 22 ,980 423 ,506

2021 . 1 8 ,241 ,719 56 ,537 ,030 64 ,778 ,749 - 386 ,504
2 8 ,271 ,213 56 ,553 ,478 64 ,824 ,691 22 ,980 371 ,494
3 8 ,427 ,579 56 ,792 ,460 65 ,220 ,039 22 ,980 361 ,479

2020 . 3 8 ,350 ,176 56 ,957 ,616 65 ,307 ,792 22 ,980 791 ,446

2020 . 10 54 ,186 18 ,747 ,107 48 ,179 ,415 11 ,827 ,604 503 - 86 ,327
11 46 ,275 16 ,992 ,461 47 ,942 ,031 11 ,585 ,029 1 - 93 ,622
12 38 ,898 18 ,447 ,217 47 ,749 ,217 11 ,226 ,871 - - 88 ,213

2021 . 1 32 ,935 18 ,175 ,147 47 ,261 ,958 10 ,739 ,909 1 ,005 - 90 ,022
2 51 ,405 15 ,693 ,907 47 ,112 ,981 10 ,824 ,263 1 ,988 - 77 ,021
3 34 ,397 19 ,171 ,807 48 ,423 ,796 10 ,112 ,251 2 ,016 - 67 ,684

2020 . 3 39 ,368 18 ,511 ,015 54 ,596 ,258 11 ,151 ,007 1 - 171 ,668

2020 . 9 68 ,371 ,843 66 ,999 ,793 860 ,771 2 ,231 ,376 2 ,336 ,957
10 68 ,693 ,664 67 ,531 ,257 918 ,088 2 ,233 ,369 2 ,336 ,957
11 68 ,669 ,455 67 ,192 ,735 930 ,022 2 ,234 ,304 2 ,336 ,957
12 69 ,162 ,933 67 ,403 ,712 800 ,537 2 ,177 ,790 2 ,339 ,366

2021 . 1 68 ,604 ,626 67 ,159 ,086 809 ,366 2 ,175 ,289 2 ,339 ,366
2 68 ,666 ,355 67 ,061 ,964 800 ,950 2 ,175 ,290 2 ,339 ,366

2020 . 2 67 ,409 ,362 66 ,041 ,880 1 ,034 ,804 2 ,349 ,153 2 ,114 ,072

2020 . 9 41 ,079 ,215 65 ,472 ,607 106 ,551 ,822 726 ,720 642 ,712
10 42 ,073 ,043 65 ,193 ,403 107 ,266 ,446 725 ,760 641 ,805
11 41 ,811 ,639 65 ,152 ,728 106 ,964 ,367 709 ,441 625 ,579
12 42 ,654 ,551 65 ,119 ,541 107 ,774 ,092 711 ,736 631 ,875

2021 . 1 42 ,378 ,105 64 ,924 ,288 107 ,302 ,393 712 ,897 634 ,433
2 43 ,215 ,286 64 ,403 ,794 107 ,619 ,080 716 ,769 639 ,579

2020 . 2 38 ,924 ,463 66 ,018 ,839 104 ,943 ,302 689 ,759 610 ,847

（注）　 1 　貯金のうち当座性は当座・普通・貯蓄・通知・出資予約・別段。　 2 　貯金のうち定期性は定期貯金・譲渡性貯金・定期積金。
3 　借入金計は信用借入金・共済借入金・経済借入金。

（注）　 1 　貯金のうち定期性は定期貯金・定期積金の計。　　　2 　出資金には回転出資金を含む。
3 　2021年3月末値は、7月号に掲載予定。
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有 価 証 券 計コールローン 金銭の信託
機関貸付金

現 金 計 う ち 系 統
預 け 金

庫 主 要 勘 定

合 連 合 会 主 要 勘 定

貸 方 合 計

借 方 合 計そ の 他コ ー ル
ロ ー ン計割 引 手 形当 座 貸 越証 書 貸 付

貸 出 金

そ の 他資 本 金受 託 金コ ー ル マ ネ ー

計 （農）貸付金計 う ち 国 債現 金 計 う ち 系 統
預 有価証券・金銭の信託

合 主 要 勘 定
貸 出 金

借 方

組 合 数

貸 出 金
借 方

う ち 金 融

う ち 公 庫
け 金 報 告

（単位  百万円）

（単位  百万円）

- 2 ,027 ,555 4 ,040 ,198 28 ,070 ,042 99 ,618 ,125
- 1 ,753 ,941 4 ,040 ,198 27 ,490 ,838 98 ,908 ,443
- 2 ,071 ,408 4 ,040 ,198 28 ,061 ,190 99 ,755 ,706
- 1 ,474 ,497 4 ,040 ,198 27 ,944 ,041 98 ,623 ,989
- 1 ,295 ,791 4 ,040 ,198 27 ,192 ,626 97 ,747 ,780
- 877 ,743 4 ,040 ,198 31 ,181 ,092 101 ,703 ,531

- 792 ,594 4 ,040 ,198 29 ,869 ,343 100 ,824 ,353

18 ,181 ,370 1 ,732 ,885 1 ,625 20 ,002 ,208 178 ,442 12 ,456 ,264 99 ,618 ,125
19 ,065 ,313 2 ,059 ,488 1 ,344 21 ,219 ,769 41 ,540 12 ,666 ,366 98 ,908 ,443
18 ,844 ,089 2 ,023 ,086 1 ,882 20 ,957 ,272 98 ,344 12 ,464 ,758 99 ,755 ,706
18 ,468 ,269 2 ,005 ,886 1 ,437 20 ,565 ,615 54 ,780 12 ,532 ,549 98 ,623 ,989
18 ,452 ,533 1 ,960 ,663 1 ,758 20 ,491 ,976 1 ,710 ,890 12 ,684 ,633 97 ,747 ,780
18 ,188 ,452 1 ,924 ,852 1 ,257 20 ,182 ,247 60 ,890 13 ,828 ,378 101 ,703 ,531

16 ,824 ,382 1 ,316 ,200 1 ,926 18 ,314 ,178 54 ,330 9 ,309 ,203 100 ,824 ,353

78 ,446 43 ,743 ,444 43 ,685 ,870 30 ,000 1 ,244 ,821 19 ,852 ,753 8 ,411 ,734    1 ,920 ,974
72 ,745 43 ,804 ,516 43 ,750 ,199 55 ,000 1 ,272 ,805 20 ,049 ,333 8 ,517 ,710 1 ,909 ,003
80 ,107 43 ,804 ,480 43 ,745 ,744 55 ,000 1 ,297 ,784 20 ,068 ,002 8 ,531 ,712 1 ,935 ,579
89 ,090 43 ,954 ,068 43 ,904 ,852 55 ,000 1 ,306 ,373 20 ,121 ,055 8 ,591 ,303 1 ,973 ,650
79 ,464 43 ,182 ,217 43 ,128 ,498 60 ,000 1 ,322 ,916 20 ,392 ,156 8 ,603 ,832 1 ,989 ,843
76 ,861 43 ,045 ,168 42 ,992 ,485 55 ,000 1 ,317 ,392 20 ,603 ,307 8 ,630 ,616 2 ,020 ,751

71 ,648 43 ,702 ,002 43 ,652 ,861 40 ,000 1 ,206 ,185 19 ,604 ,498 8 ,121 ,557 1 ,849 ,227

450 ,275 80 ,592 ,565 80 ,381 ,199 4 ,486 ,427 1 ,749 ,976 22 ,149 ,762 142 ,465 584
435 ,135 81 ,014 ,229 80 ,789 ,882 4 ,570 ,655 1 ,776 ,328 22 ,205 ,054 141 ,529 584
437 ,052 80 ,814 ,650 80 ,594 ,691 4 ,569 ,034 1 ,769 ,679 22 ,226 ,494 131 ,995 581
506 ,790 81 ,503 ,130 81 ,282 ,236 4 ,555 ,410 1 ,742 ,032 22 ,234 ,523 131 ,250 581
445 ,769 80 ,846 ,993 80 ,621 ,460 4 ,704 ,502 1 ,862 ,559 22 ,253 ,356 130 ,953 581
413 ,516 81 ,034 ,549 80 ,799 ,746 4 ,779 ,749 1 ,950 ,553 22 ,334 ,522 131 ,181 578

419 ,042 79 ,642 ,171 79 ,431 ,088 3 ,968 ,182 1 ,397 ,270 21 ,969 ,312 141 ,875 603

（単位  百万円）
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（注）　 1 　貯金のうち定期性は定期貯金・定期積金。
2 　2021年3月末値は、7月号に掲載予定。

（注）　 1 　貯金のうち定期性は定期貯金・定期積金。
2 　借入金計は信用借入金・経済借入金。
3 　貸出金計は信用貸出金。

7．信用漁業協同組合連合会主要勘定

8．漁 業 協 同 組 合 主 要 勘 定

借 方貸 方

現 　 金
有 価
証 券

預 け 金
借 用 金 出 資 金

貯 金年 月 末

計 うち定期性
貸 出 金

うち系統

借 方貸 方

現 金
有 価預 け 金借 入 金年 月 末

計 計 うち信用
借 入 金

貸 出 金

計 計うち系統 うち公庫
（農）資金

報　告

組合数
貯 　 金 払込済

出資金

計

証 券うち定期性

（単位  百万円）

（単位  百万円）

2020 . 11 2 ,398 ,520 1 ,648 ,803 61 ,065 54 ,491 19 ,313 1 ,921 ,288 1 ,902 ,052 80 ,298 458 ,770
12 2 ,419 ,829 1 ,664 ,492 65 ,165 54 ,495 18 ,681 1 ,943 ,695 1 ,923 ,820 80 ,131 458 ,401

2021 . 1 2 ,433 ,728 1 ,673 ,428 65 ,165 54 ,500 19 ,646 1 ,959 ,390 1 ,939 ,149 80 ,374 454 ,574
2 2 ,462 ,050 1 ,684 ,426 65 ,165 54 ,505 17 ,730 1 ,992 ,448 1 ,973 ,363 78 ,463 452 ,734

2020 . 2 2 ,404 ,805 1 ,687 ,000 45 ,966 54 ,120 17 ,871 1 ,927 ,839 1 ,909 ,509 82 ,256 438 ,519

2020 . 10  779 ,597 421 ,553 84 ,343 58 ,663 99 ,138 6 ,242 781 ,802 760 ,562 - 137 ,216 4 ,203 75

11 773 ,789 412 ,808 81 ,078 56 ,566 99 ,126 6 ,006 780 ,635 772 ,507 - 134 ,285 3 ,978 75

12 765 ,949 412 ,508 79 ,087 55 ,314 99 ,034 5 ,880 775 ,214 766 ,832 - 132 ,146 3 ,919 75

2021 . 1  766 ,440 410 ,303 75 ,907 52 ,132 99 ,026 6 ,097 779 ,830 771 ,895 - 127 ,891 3 ,882 75

2020 . 1  768 ,479 423 ,474 72 ,756 51 ,862 99 ,405 5 ,779 773 ,991 766 ,655 - 131 ,545 4 ,939 75

農林中金総合研究所 
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農林金融2021・6
45 - 323

9．金 融 機 関 別 預 貯 金 残 高

農 　 協 信 農 連 都市銀行 地方銀行 第二地方銀行 信用金庫 信用組合

残

高

前

年

同

月

比

増

減

率

（単位  億円、％）

（注）　1　農協、信農連は農林中央金庫、信用金庫は信金中央金庫調べ、信用組合は全国信用組合中央協会、その他は日銀資料（ホームページ等）
による。

2　都銀、地銀、第二地銀には､オフショア勘定を含む｡
3　農協には譲渡性貯金を含む（農協以外の金融機関は含まない）。
4　ゆうちょ銀行の貯金残高は、月次数値の公表が行われなくなったため、掲載をとりやめた。
5　合併に伴い、第二地方銀行の残高が、地方銀行に繰り入れられたことによる計数の影響がある。

2017 . 3 984 ,244 622 ,288 3 ,433 ,657 2 ,543 ,180 657 ,873 1 ,379 ,128 199 ,392

2018 . 3 1 ,013 ,060 648 ,140 3 ,593 ,112 2 ,620 ,107 668 ,302 1 ,409 ,772 203 ,399

2019 . 3 1 ,032 ,245 664 ,436 3 ,755 ,950 2 ,681 ,866 655 ,093 1 ,434 ,772 207 ,220

2020 . 3 1 ,041 ,148 667 ,436 3 ,929 ,329 2 ,777 ,707 624 ,155 1 ,452 ,678 211 ,724

4 1 ,046 ,538 671 ,724 4 ,056 ,999 2 ,806 ,135 632 ,456 1 ,471 ,542 213 ,113

5 1 ,049 ,083 671 ,657 4 ,185 ,090 2 ,894 ,289 644 ,966 1 ,485 ,795 214 ,029

6 1 ,063 ,736 683 ,100 4 ,152 ,902 2 ,932 ,022 655 ,122 1 ,522 ,349 219 ,106

7 1 ,063 ,533 682 ,867 4 ,136 ,708 2 ,917 ,676 658 ,934 1 ,536 ,384 220 ,474

8 1 ,068 ,989 687 ,476 4 ,147 ,217 2 ,938 ,073 664 ,227 1 ,551 ,624 222 ,208

9 1 ,065 ,518 683 ,718 4 ,167 ,414 2 ,934 ,785      665 ,912 1 ,556 ,379 223 ,380

10 1 ,072 ,664 686 ,937 4 ,142 ,070 2 ,953 ,071 670 ,519 1 ,562 ,778 224 ,208

11 1 ,069 ,644 686 ,695 4 ,216 ,440 2 ,965 ,137 668 ,774 1 ,564 ,445 224 ,808

12 1 ,077 ,741 691 ,629 4 ,154 ,038 3 ,002 ,622 677 ,508 1 ,579 ,500 226 ,798

2021 . 1 1 ,073 ,024 686 ,046 4 ,188 ,059 2 ,997 ,653 674 ,713 1 ,573 ,050 226 ,360

2 1 ,076 ,191 686 ,664 4 ,194 ,305 3 ,022 ,137 677 ,909 1 ,579 ,887 227 ,599

3 P  1 ,068 ,900 P     681 ,694 P  4 ,310 ,401 P  3 ,041 ,886 P     675 ,160 P  1 ,555 ,902 …

2017 . 3 2 .6 4 .2 6 .1 2 .4 2 .4 2 .3 1 .9

2018 . 3 2 .9 4 .2 4 .6 3 .0 1 .6 2 .2 2 .0

2019 . 3 1 .9 2 .5 4 .5 2 .4 △2 .0 1 .8 1 .9

2020 . 3 0 .9 0 .5 4 .6 3 .6 △4 .7 1 .2 2 .2

4 0 .9 0 .7 7 .4 2 .7 2 .3 1 .7 2 .3

5 1 .4 0 .9          10 .2 6 .4 5 .3 3 .4 3 .2

6 1 .4 0 .8 11 .9 6 .7 5 .5 4 .6 4 .2

7 1 .7 1 .1 10 .4 7 .4 7 .0 6 .1 5 .1

8 1 .9 1 .3 11 .4 7 .6 7 .2 6 .8 5 .2

9 2 .1 1 .4 10 .6 8 .1 7 .8 6 .9 5 .5

10 2 .2 1 .7 9 .2 8 .9 8 .8 7 .5 6 .1

11 2 .0 1 .8 10 .5 8 .5 8 .1 7 .6 6 .4

12 2 .1 2 .0 10 .7 8 .8 8 .6 7 .8 6 .4

2021 . 1 2 .4 2 .0 10 .0 9 .7 9 .4 8 .3 6 .7

2 2 .5 1 .9 10 .1 9 .8 9 .1 8 .2 7 .0

3 P        　2 .7 P        　2 .1 P        　9 .7 P        　9 .5 P        　8 .2 P        　7 .1 …
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10．金 融 機 関 別 貸 出 金 残 高

残

高

農 協 信 農 連 都市銀行 地方銀行 第二地方銀行 信用金庫 信用組合

前

年

同

月

比

増

減

率

（単位  億円、％）

（注）　 1 　表 9　注 1、注 2に同じ。
2 　貸出金には金融機関貸付金を含まない。また農協は共済貸付金・公庫貸付金を含まない。
3 　ゆうちょ銀行の貸出金残高は、月次数値の公表が行われなくなったため、掲載をとりやめた。
4 　合併に伴い、第二地方銀行の残高が、地方銀行に繰り入れられたことによる計数の影響がある。

2017 . 3 203 ,821 52 ,646 1 ,846 ,555 1 ,918 ,890 502 ,652 691 ,675 106 ,382

2018 . 3 204 ,568 55 ,875 1 ,816 ,884 1 ,996 ,811 519 ,071 709 ,635 110 ,695

2019 . 3 207 ,386 59 ,768 1 ,934 ,688 2 ,082 ,899 517 ,558 719 ,838 114 ,920

2020 . 3 211 ,038 63 ,300 1 ,967 ,169 2 ,192 ,275 489 ,890 726 ,752 118 ,549

4 210 ,979 63 ,257  2 ,037 ,198 2 ,206 ,143 491 ,428 728 ,510 118 ,466

5 212 ,392 63 ,958 2 ,095 ,619 2 ,233 ,805 498 ,099 739 ,405 119 ,827

6 212 ,504 64 ,470 2 ,116 ,856 2 ,247 ,265 505 ,262 751 ,340 121 ,093

7 213 ,166 65 ,041 2 ,099 ,520 2 ,261 ,937 510 ,189 761 ,914 122 ,212

8 213 ,447 65 ,579 2 ,089 ,024 2 ,266 ,683 511 ,058 767 ,191 122 ,949

9 213 ,482       64 ,908 2 ,083 ,423 2 ,268 ,279      511 ,950 773 ,323 123 ,734

10 214 ,012 66 ,087 2 ,071 ,053 2 ,274 ,724 513 ,514 775 ,669 123 ,998

11 214 ,246 65 ,961 2 ,087 ,200  2 ,271 ,066 514 ,894 775 ,057 124 ,107

12 214 ,241 66 ,177 2 ,066 ,849 2 ,282 ,665 519 ,384 782 ,032 124 ,892

2021 . 1 214 ,462 66 ,140 2 ,061 ,618 2 ,286 ,567 519 ,213 780 ,036 124 ,939

2 215 ,180 66 ,099 2 ,069 ,877 2 ,292 ,344 520 ,375 780 ,880 125 ,475

3 P     217 ,282 P      65 ,470 P  2 ,129 ,310 P  2 ,301 ,871 P     527 ,418 P     784 ,768 …

2017 . 3 △1 .2 2 .3 △0 .4 3 .9 3 .2 2 .7 3 .4

2018 . 3 0 .4 6 .1 △1 .6 4 .1 3 .3 2 .6 4 .1

2019 . 3 1 .4 7 .0 6 .5 4 .3 △0 .3 1 .4 3 .8

2020 . 3 1 .8 5 .9 1 .7 5 .3 △5 .3 1 .0 3 .2

4 1 .9 6 .9 5 .1 3 .9 3 .5 1 .9 3 .4

5 1 .9 8 .4 9 .2 5 .1 5 .1 3 .9 4 .7

6 1 .7 8 .9 9 .9 5 .3 6 .0 5 .1 5 .5

7 1 .8 9 .0 9 .5 5 .7 7 .1 6 .8 6 .4

8 1 .7 8 .4 9 .3 5 .6 7 .0 7 .2 6 .5

9 1 .7 7 .1 8 .1 5 .4 6 .8 7 .4 6 .5

10 1 .9 7 .2 8 .1 5 .6 7 .4 8 .2 6 .9

11 1 .8 6 .5 8 .5         　5 .1 7 .1 7 .8 6 .6

12 2 .2 5 .7 6 .8 5 .0 6 .8 7 .9 6 .4

2021 . 1 2 .4 5 .6 6 .6 5 .1 7 .2 8 .5 6 .8

2 2 .5 5 .4 7 .1 5 .1 7 .1 8 .3 6 .9

3 P        　3 .0 P        　3 .4 P        　8 .2 P        　5 .0 P        　7 .7 P        　8 .0 …
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本誌に掲載の論文、資料、データ等の無断転載を禁止いたします。

本誌に対するご意見・ご感想をお寄せください。
送り先　　〒151-0051　東京都渋谷区千駄ヶ谷 5－27－11　農林中金総合研究所

ＦＡＸ　 0 3 － 3 3 5 1 － 1 1 5 9
Ｅメール　norinkinyu @ nochuri. co. jp

農中総研では、全中・全漁連・全森連と連携し、東日本大震災からの復旧・復興に

農林漁業協同組合（農協・漁協・森林組合）が各地域においてどのように取り組んでい

るかの情報をデータベース化し、2012年 3月より、ホームページ「農林漁業協同組

合の復興への取組み記録～東日本大震災アーカイブズ（現在進行形）～」で公開して

まいりました。

発災後10年を迎え、この取組みを風化させないため、関係団体と協議のうえ、この

ホームページに掲載した全国から提供いただいた情報を国立国会図書館へ寄贈するこ

ととし、国立国会図書館ホームページ「東日本大震災アーカイブ（ひなぎく）」からの

閲覧が可能となりましたので、ご案内申し上げます。

（株）農林中金総合研究所

ホームページ「東日本大震災アーカイブズ（現在進行形）」データ寄贈のお知らせ

＜寄贈先：国立国会図書館ホームページ＞ 

「農林漁業協同組合の復興への取組み記録 東日本大震災アーカイブズ（農林中金総合研究所）（承継）」のデータ一覧
（https://kn.ndl.go.jp/#/list?searchPattern=category&fq=(repository_id:R200200057)&lang=ja_JP）
　閲覧いただくページは国立国会図書館インターネット資料収集保存事業（WARP）で保存したものとなります。

※検索手順：①（ひなぎく）HPから「詳細検索」タブを選択。
②「詳細検索ページ」が開いたら「全ての提供元を表示」ボタンを押下。
③ ページ下部の「全て選択/解除」ボタンで一旦 を外してから、提供元「農林漁業協同組合の復興への
取組み記録 東日本大震災アーカイブズ（農林中金総合研究所）」を選択のうえ、キーワードをいれて検索
してください。

→「（詳細情報を見る）」をクリックすると、テキスト情報が掲載されます。

国立国会図書館
インターネット資料収集保存事業
（WARP）
［URL: https://warp.da.ndl.go.jp/ ］

国立国会図書館
東日本大震災アーカイブ（ひなぎく）
［URL: https://kn.ndl.go.jp/ ］

※
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https://warp.da.ndl.go.jp/
https://kn.ndl.go.jp/#/list?searchPattern=category&fq=(repository_id:R200200057)&lang=ja_JP
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